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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの表面を有する硬質基材をコーティングするためのフォトクロミック組
成物であって、樹枝状高分子アクリレート、その他の放射線硬化性アクリルモノマー材料
および少なくとも１種のフォトクロミック材料を含み、
　ここで、該樹枝状高分子アクリレートが樹枝状ポリエステルアクリレートであり、そし
てここで、該樹枝状ポリエステルアクリレートの該その他の放射線硬化性アクリルモノマ
ー材料に対する重量比が、５０：５０～３０：７０の範囲である、組成物。
【請求項２】
　前記基材が、ジエチレングリコールビス（アリルカーボネート）モノマーを含む重合性
組成物から調製された基材、アクリル官能性モノマーを含む重合性組成物から調製された
基材、熱可塑性ポリカーボネートを含む組成物から調製された基材、ポリ（尿素ウレタン
）を含む組成物から調製された基材、ポリチオウレタンを含む組成物から調製された基材
、ポリウレタンを含む組成物から調製された基材、或いは多官能性イソシアネート及び／
又は多官能性イソチオシアナートとポリチオールモノマー又はポリエピスルフィドモノマ
ーとの反応生成物を含む組成物から調製された基材から選択される、請求項１に記載の組
成物。
【請求項３】
　前記樹枝状ポリエステルアクリレートが、２０００未満の分子量を有する有機アルコー
ルを含む液体組成物から調製され、該樹枝状ポリエステルが末端反応性アクリル基を含む
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ように、該液体組成物が樹枝状ポリエステルとアクリル化剤の反応によって調製される、
請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
　前記組成物が、樹枝状ポリエステルアクリレートを含む硬化性コーティング組成物、及
びその他の少なくとも１種の放射線硬化性アクリル材料から調製される、請求項１に記載
の組成物。
【請求項５】
　前記その他の少なくとも１種の放射線硬化性アクリル材料が、モノアクリレート及びポ
リアクリレートから選択される、請求項４に記載の組成物。
【請求項６】
　前記ポリアクリレートが、ジアクリレート、トリアクリレート、又はジアクリレート及
びトリアクリレートの混合物である、請求項５に記載の組成物。
【請求項７】
　前記フォトクロミックコーティングの調製に使用される前記硬化性組成物が更に、アク
リル官能基以外の重合性基を含むその他の少なくとも１種の放射線硬化性モノマー材料を
含み、該その他の少なくとも１種の放射線硬化性モノマー材料が該組成物の２０重量％ま
での量で存在する、請求項４に記載の組成物。
【請求項８】
　前記フォトクロミック材料が少なくとも１種の有機フォトクロミック材料を含む、請求
項１に記載の組成物。
【請求項９】
　前記有機フォトクロミック材料が、ピラン、クロメン、オキサジン、フルギド、フルギ
ミド、金属ジチゾネート、ジアリールエテン、及びこのような有機フォトクロミック材料
の混合物を含む材料から選択される、請求項８に記載の組成物。
【請求項１０】
　少なくとも１つの表面を有する光学硬質基材をコーティングするためのフォトクロミッ
ク組成物であって、樹枝状ポリエステルアクリレートおよび少なくとも１種のフォトクロ
ミック材料を含み、該樹枝状ポリエステルアクリレートが、末端反応性アクリル基を含み
、そしてここで、該樹枝状ポリエステルアクリレートのその他の放射線硬化性アクリルモ
ノマー材料に対する重量比が、５０：５０～３０：７０の範囲である、組成物。
【請求項１１】
　前記光学硬質基材が、ジエチレングリコールビス（アリルカーボネート）モノマーを含
む重合性組成物から調製された基材、アクリル官能性モノマーを含む重合性組成物から調
製された基材、熱可塑性ポリカーボネートを含む組成物から調製された基材、ポリ（尿素
ウレタン）を含む組成物から調製された基材、ポリチオウレタンを含む組成物から調製さ
れた基材、ポリウレタンを含む組成物から調製された基材、或いは多官能性イソシアネー
ト及び／又は多官能性イソチオシアネートとポリチオールモノマー又はポリエピスルフィ
ドモノマーとの反応生成物を含む組成物から調製された基材から選択される、請求項１０
に記載の組成物。
【請求項１２】
　前記樹枝状ポリエステルアクリレートが、２０００未満の分子量を有する有機アルコー
ルを含む液体組成物から調製され、該樹枝状ポリエステルが末端反応性アクリル基を含む
ように、該液体組成物が樹枝状ポリエステルとアクリル化剤の反応によって調製される、
請求項１１に記載の組成物。
【請求項１３】
　前記フォトクロミックコーティングの調製に使用される前記硬化性コーティング組成物
が、樹枝状ポリエステルアクリレート及びその他の少なくとも１種の放射線硬化性アクリ
ル材料を含む、請求項１１に記載の組成物。
【請求項１４】
　前記その他の少なくとも１種の放射線硬化性アクリル材料が、モノアクリレート及びポ
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リアクリレートから選択される、請求項１３に記載の組成物。
【請求項１５】
　前記ポリアクリレートが、ジアクリレート、トリアクリレート、又はジアクリレート及
びトリアクリレートの混合物である、請求項１４に記載の組成物。
【請求項１６】
　前記フォトクロミック材料が、ピラン、クロメン、オキサジン、フルギド、ジアリール
エテン、及びこのような有機フォトクロミック材料の混合物を含むフォトクロミック材料
から選択される有機フォトクロミック材料である、請求項１０に記載の組成物。
【請求項１７】
　前記クロメンが、ナフト［１，２－ｂ］ピラン、ナフト［２，１－ｂ］ピラン、スピロ
－９－フルオレノ［１，２－ｂ］ピラン、フェナントロピラン、キノピラン、又はインデ
ノ縮合ナフトピランから選択されるナフトピランであり、前記オキサジンがナフトオキサ
ジン又はスピロ（インドリン）ピリドベンゾオキサジンから選択される、請求項１６に記
載の組成物。
【請求項１８】
　前記光学硬質基材がレンズである、請求項１６に記載の組成物。
【請求項１９】
　前記レンズが、平面レンズ、半完成レンズ、完成レンズ、単一視レンズ、半完成単一視
レンズ、累進多焦点レンズ、及び完成単一視レンズから選択される、請求項１８の組成物
。
【請求項２０】
　前記レンズが更に、前記フォトクロミックコーティング上に耐磨耗性コーティングを含
む、請求項１８に記載の組成物。
【請求項２１】
　前記耐磨耗性コーティングがオルガノシランを含む、請求項２０に記載の組成物。
【請求項２２】
　前記硬質基材が、１．４８～１．７４の範囲の屈折率を有する、熱硬化性材料又は熱可
塑性材料から選択される有機高分子基材である、請求項２０に記載の組成物。
【請求項２３】
　請求項１～２２のいずれか１項に記載の組成物でコーティングされた物品。
【請求項２４】
　請求項１～２２のいずれか１項に記載の組成物でコーティングされた光学物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の引用）
　本願は、２００５年８月３１日に出願された、仮特許出願番号６０／７１２，９４６に
対する優先権を主張する。この仮特許出願は、本明細書中に参考として援用される。
【０００２】
　（発明の分野）
　本発明は、新規のフォトクロミックコーティング、及びこのようなフォトクロミックコ
ーティングが適用された物品に関する。より具体的には、本発明は、物品の表面上にこの
ようなフォトクロミックコーティングを有する光学物品（例えば、眼用レンズ等の眼用物
品）に関する。
【背景技術】
【０００３】
　（発明の背景）
　フォトクロミック物品は、その物品内にフォトクロミック材料を組み込むことによって
調製されている。これは、例えばフォトクロミック材料を物品の調製に使用する重合性組
成物中に組み込む等、フォトクロミック材料を物品の１つ以上の前駆体内に混合すること
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によって達成されている。提案されている別の手法には、従来の膨潤法（例えば、熱拡散
）により、物品の表面中及び表面下にフォトクロミック材料を吸収させる方法がある。こ
のような物品は、フォトクロミック材料（例えば、有機フォトクロミック材料）が化学線
に曝露すると通常の無色形態から有色形態へと物理的に変化し、化学線が除去されると元
の無色形態に戻ることができるだけの十分な自由容積を物品内に有していることが報告さ
れている。
【０００４】
　しかしながら、上記の方法が適用できない材料もある。このような材料は、市販のフォ
トクロミック用途に材料を適用できるだけの十分な自由体積を、材料のマトリックス内又
は本体内（例えば、材料の表面のすぐ下の領域内）に有していないことが報告されている
。このような材料には、従来のガラス（有機フォトクロミック材料関連）；熱硬化性ポリ
マー（例えば、ポリオール（アリルカーボネート）モノマー、特にアリルジグリコールカ
ーボネートモノマー（例えば、ジエチレングリコールビス（アリルカーボネート））を含
む組成物から調製されるもの）、及びそれらのコポリマー；高いガラス転移温度を有する
熱可塑性ポリマー（例えば、一般的に知られている熱可塑性ビスフェノールＡ系ポリカー
ボネート）；高度に架橋された光学ポリマー；及びその他のこのようなポリマー材料が含
まれる。このような材料のフォトクロミック用途への使用を可能にするため、それらの表
面にフォトクロミックコーティング（例えば有機コーティング）を適用することが提案さ
れている。
【０００５】
　用途によっては、フォトクロミック物質を含有する放射線硬化性コーティング組成物を
使用することが経済的に好ましくあり得る。これらのコーティング組成物は、選択する非
フォトクロミック受容材料の表面に適用され、例えば、紫外線の照射等により硬化する。
通常、放射線硬化性コーティング組成物は、硬化機構を開始させる光開始剤を含んでいる
。一般的に、光開始剤化合物は、その構造に芳香族環を有しており、紫外光を有効に吸収
する。更に、これらの化合物は、通常、放射線硬化性組成物における溶解性を向上させる
ために低分子量となっており、その結果、熱に曝露した場合には比較的揮発性となる。こ
れらの特性は、光開始剤を含有する硬化性のコーティング組成物及び硬化済みのコーティ
ング組成物が、硬化中及び硬化後に熱及び光に曝露すると、それぞれ、硬化した組成物の
黄変を起こし得、そして不快な匂いを生じ得る。更には、未反応の光開始剤が硬化後も硬
化済みコーティング組成物中に残留し、コーティングから滲出する可能性のあることも知
られている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そのため、例えば、硬化に光開始剤を必要としないか、必要となる光開始剤の量が放射
線硬化性コーティング組成物の硬化で一般的に使用される量よりも少ない、フォトクロミ
ック含有コーティング組成物（例えば、放射線硬化性コーティング組成物）を利用するこ
とが望ましい。更に、材料のマトリックス（コア）又は表面下領域内にフォトクロミック
材料を組み込むことに受容的でない材料のフォトクロミックコーティングとして、このよ
うなコーティング組成物を利用することも望ましいと考えられる。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　（発明の簡単な要旨）
　本発明の非限定的実施形態においては、（ａ）フォトクロミックコーティングに適応さ
せるのに好適な少なくとも１つの表面を有する硬質基材、及び（ｂ）前記硬質基材の表面
の少なくとも一部上の、樹枝状高分子アクリレートを含む透明なフォトクロミックコーテ
ィングであって、フォトクロミック量の少なくとも１種のフォトクロミック材料を含む透
明なフォトクロミックコーティングを含む物品が提供される。
【０００８】
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　別の非限定的実施形態においては、（ａ）フォトクロミックコーティングに適応させる
ことが可能な少なくとも１つの表面を有する光学硬質基材、及び（ｂ）前記光学硬質基材
の表面の少なくとも一部の上の、樹枝状ポリエステルアクリレートを含む透明なフォトク
ロミックコーティングであって、フォトクロミック量の少なくとも１種のフォトクロミッ
ク材料（例えば、有機フォトクロミック材料）を含む透明なフォトクロミックコーティン
グを含む光学物品が提供される。１つの非限定的実施形態において、光学物品は、例えば
レンズ等の眼用物品である。
【０００９】
　本発明の更なる非限定的実施形態において、フォトクロミック眼用物品は更に、フォト
クロミックコーティング上に耐摩耗性コーティング（例えば、オルガノシランを含むハー
ドコーティング）を含む。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　（発明の詳細な説明）
　本明細書（操作実施例を除く）において、特に指示がない限り、以下の説明及び特許請
求の範囲で使用され得る成分の量及び範囲、反応条件等を表す全ての数字は、全例におい
て「約」という用語で修飾されているものと理解されることとする。従って、特に反意的
な指示がない限り、本明細書及び添付の特許請求の範囲に記載される数値パラメータは近
似値であり、これらの近似値は、本発明のプロセスにより得られる結果並びに本発明の物
品において求められる特性の結果によって変化し得る。少なくとも、そして添付の特許請
求の範囲への均等論の適用を制限しようとすることなく、各数値パラメータは、報告され
た有効桁数の数値を考慮し、通常の丸め法を適用して少なくとも解釈されなければならな
い。更に、本明細書及び添付の特許請求の範囲で使用される冠詞「ａ」、「ａｎ」、「ｓ
ａｉｄ」及び「ｔｈｅ」は、明示的且つ明確に一つの指示対象に限定しない限り、複数の
指示対象も包含することが意図される。
【００１１】
　本発明の広義の適用範囲を記載する数値範囲及び数値パラメータは近似値であるものの
、特定の実施例に記載の数値は、可能な限り正確に報告している。しかし、何れの数値も
、それぞれの試験測定において見られる標準偏差から必然的に生じる幾らかの誤差を本来
的に含んでいる。又、本明細書に列挙される何れの数値範囲も、その中に包含される部分
範囲を包含するものとして意図されることが理解されなければならない。例えば、「１～
１０」の範囲は、その記載した最小値１と記載した最大値１０を含めたそれらの間の部分
範囲；即ち、１以上の最小値又は１０以下の最大値を含む範囲を包含するものとして意図
される。開示した範囲は連続したものであるので、最小値と最大値の間の全ての値を包含
する。特に明示的な指示がない限り、本出願において指定する種々の数値は、記載の通り
近似値である。
【００１２】
　以下の説明及び特許請求の範囲で使用される以下の用語は、以下に示す意味を有する：
　「アクリル」及び「アクリレート」という用語は、交換可能に使用され（交換可能に使
用することで所期の意味が変更されない限り）、特に明確な指示がない限り、アクリル酸
、低級アルキル置換アクリル酸（例えば、メタクリル酸、エタクリル酸等のＣ１～Ｃ５置
換アクリル酸）、及びこのようなアクリル酸の誘導体（例えば、メチルアクリレート、メ
チルメタクリレート等のそれらのＣ１～Ｃ５アルキルエステル）を包含するものとして意
図される。例えば「（メタ）アクリレートモノマー」という用語に関連して使用される「
（メタ）アクリル」又は「（メタ）アクリレート」という用語は、記載の材料（例えば、
モノマー材料）のアクリル／アクリレート形態及びメタクリル／メタクリレート形態の両
方を包含するものとして意図される。
【００１３】
　硬化済み組成物又は硬化性組成物（例えば、特定の説明の「硬化済み組成物」）に関連
して使用される「硬化」、「硬化済み」又は類似の用語は、硬化性組成物を形成する重合
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性成分及び／又は架橋性成分の少なくとも一部が、少なくとも部分的に重合及び／又は架
橋されていることを意味するものとして意図される。非限定的実施形態において、架橋密
度は完全架橋の５％～１００％の範囲となり得る。代替の非限定的実施形態において、こ
の架橋密度は、全架橋の３５％～８５％の範囲、例えば５０％～８５％の範囲となり得る
。この架橋密度は、前述の値（列挙した値を含む）の任意の組み合わせの間の範囲となり
得る。
【００１４】
　「上に」、「付加した」、「添付した」、「結合した」、「接着した」又は同様の趣旨
の用語は、記載の材料（例えばコーティング、フィルム又は層）が目的の表面に直接結合
（重畳）しているか、又は対象の表面にその他１種以上のコーティング、フィルム又は層
を介して間接的に結合していることを意味する。
【００１５】
　「眼用」という用語は、眼鏡用レンズ（例えば、矯正用レンズ、非矯正用レンズ、及び
拡大レンズ）等があるがこれらに限定されない、目及び視覚に関連する要素及び物品を指
す。
【００１６】
　例えば、フォトクロミック物品用の基材に関連して使用される「硬質」という用語は、
指定の物品が自立形（ｓｅｌｆ－ｓｔａｎｄｉｎｇ）であることを意味する。
【００１７】
　「光学」、「光学コーティング」又は同様の趣旨の用語は、指定の基材、物品、材料又
はコーティングが、少なくとも４％の光透過値を示し（入射光を透過し）、例えばＨａｚ
ｅ　Ｇａｒｄ　Ｐｌｕｓ測定装置により５５０ｎｍの波長で測定した場合に、１％未満の
ヘーズ値（例えば０．５％未満のヘーズ値）を示すことを意味する。光学基材には、着色
基材、フォトクロミック基材、偏光基材、着色フォトクロミック基材、着色偏光基材が含
まれるが、これらに限定されない。
【００１８】
　例えば、硬質基材という用語に関連して使用される「基材」という用語は、フォトクロ
ミックコーティング（例えば、フォトクロミック高分子コーティング）に適応させること
が可能な少なくとも１つの表面を有する物品を意味する。即ち、基材はフォトクロミック
コーティングが適用され得る表面を有する。このような基材表面が有し得る形状の非限定
的実施形態には、眼用レンズに使用される種々のベースカーブによって例示されるような
凸形及び／又は凹形を含むがこれらに限定されない、丸形、平形、筒形、球体形、平面形
、実質的に平面形、平凹及び／又は平凸形、湾曲形が含まれる。
【００１９】
　例えば、眼用の物品、コーティング、フィルム及び基材に関連して使用される「着色」
という用語は、記載の材料が固定の光放射吸収剤を記載の材料上又は材料内に含むことを
意味する。固定の光放射吸収剤の非限定的実施形態には、従来の着色染料、赤外線及び紫
外線吸収材料が含まれるが、これらに限定されない。着色材料は、化学線に応じてそれほ
ど変化することがない、可視光線の吸収スペクトルを有している。
【００２０】
　「化学線」という用語は、可視光線及び紫外光線の両方を包含する。
【００２１】
　例えば、フォトクロミックコーティングが耐磨耗性コーティングに適合する場合等に関
連して使用される「適合する」という用語は、硬化済みのフォトクロミックコーティング
が、その表面上に直接添付した耐磨耗性コーティング（例えばオルガノシラン含有ハード
コード）を有することができ、且つ耐磨耗性コーティングが、従来のクロスハッチテープ
剥離接着試験によって測定されるような通常の取扱い／摩耗条件で適用される表面に接着
し、及び／又は耐磨耗性コーティングが、適用及び硬化後にクレージングを生じないこと
を意味する。
【００２２】
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　「二色性材料」、「二色性染料」又は同様の趣旨の用語は、透過光の２つのｏ－ｖ面偏
光成分のうちの一方を他方よりも多く吸収する材料／染料を意味する。二色性材料／染料
の非限定的実施形態には、インジゴイド、チオインジゴイド、メロシアニン、インダン、
アゾ染料及びポリ（アゾ）染料、ベンゾキノン、ナフトキノン、アントラキノン、（ポリ
）アントラキノン、アントラピリミジノン、ヨウ素、及びヨウ素酸塩が含まれる。
【００２３】
　例えば、基材、フィルム及び／又はコーティングに関連して使用される「透明な」とい
う用語は、記載の基材、コーティング及び／又はフィルムが、はっきり感知できるほど光
を散乱することなく光を透過する特性を有し、それによって向こう側にあるものがはっき
りと見えることを意味する。
【００２４】
　「デンドリマー」又は「樹枝状ポリマー」という用語は、少なくとも２世代にわたり広
がる少なくとも２つの規則的な樹枝状（樹状）分岐と共有結合する多価コアを有する三次
元ポリマーを意味する。各樹状分岐（又は世代）は、コア、又は前の分岐の世代から広が
っており、各世代の各分岐は同じ数の反応部位を有し、その反応部位から次の世代の分岐
（存在する場合）が広がるか、或いはその反応部位が、その分岐の最後の世代の末端反応
部位の役割を果たす。デンドリマーは、対称であっても、非対称であってもよい。「デン
ドリマー」という用語は、デンドロン及び超分岐化分子を包含する。
【００２５】
　「デンドロン」という用語は、コアである中心部から出発する分岐、或いはコアに直接
か又は結合部分を介してコアに結合することができる中心部から出発する分岐を有する、
デンドリマーの一種を意味する。
【００２６】
　「樹枝状高分子アクリレート」という用語は、末端アクリル反応部位を有するように修
飾されているデンドリマー（又は樹枝状ポリマー）を意味する。樹枝状ポリマーの末端ア
クリレート基の数は、広い範囲にわたって変化し得る。代替の非限定的実施形態において
、末端アクリル基の割合は、樹枝状ポリマー上の末端反応部位の初期の数に対して５～１
００％の範囲、例えば２０～９０％の範囲、又は４０～８０％の範囲（例えば４５～８０
％の範囲）となり得る。
【００２７】
　「樹枝状ポリエステルアクリレート」という用語（又は同様の趣旨の用語）は、樹枝状
ポリエステル型巨大分子をアクリル化することにより、或いはアクリル化手順時にアクリ
ル化される基を有する粘度降下材（例えば、１つ以上のヒドロキシル基を有する１種以上
のアルコール）を含む樹枝状ポリエステル型巨大分子をアクリル化することにより生成さ
れる組成物を意味する。
【００２８】
　「樹枝状ポリエステルアクリレートコーティング」という用語（又は同様の趣旨の用語
）は、樹枝状ポリエステルアクリレートを含む組成物を硬化させることによって生成され
るコーティングを意味する。
【００２９】
　「樹枝状ポリエステルアクリレートを含む組成物」という用語（又は同様の趣旨の用語
）は、樹枝状ポリエステルアクリレート（又は複数の樹枝状ポリエステルアクリレートの
混合物）、及び必要に応じてその他の少なくとも１種の放射線硬化性材料又は熱硬化性材
料を含む組成物（例えば、樹枝状ポリエステルアクリレートと放射線硬化性及び／又は熱
硬化性アクリル材料（例えば、（メタ）アクリルモノマー）との混合組成物）を意味する
。更に、コーティング組成物に通常含まれる補助材料が、樹枝状ポリエステルアクリレー
トを含む組成物に含まれ得る。
【００３０】
　フォトクロミズムとは、フォトクロミック有機材料若しくはフォトクロミック無機材料
（例えば、クロメン又はハロゲン化銀塩）、又はこのような材料を含む物品における可逆
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的な色の変化に関連する現象である。活性化紫外線及びその他の化学線の放射線源に曝露
すると、フォトクロミック材料の色が変化し、例えば、より暗い色になる。活性化放射線
が除去されたり放射が中止されたりすると、フォトクロミック材料は、元の色又は無色の
状態に戻る。
【００３１】
　種々の有機フォトクロミック化合物に特徴的な、色の可逆的変化（例えば、可視光（一
般的には４００～７００ｎｍの範囲と説明される）の電磁スペクトルに対する吸収スペク
トルの変化）の原因であると考えられる機構については、既に説明されている。例えば、
Ｊｏｈｎ　Ｃ．　Ｃｒａｎｏ，　「Ｃｈｒｏｍｏｇｅｎｉｃ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　（Ｐ
ｈｏｔｏｃｈｒｏｍｉｃ）」，　Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　
ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，第４版，　１９９３，　ｐｐ．３２１
－３３２を参照されたい。有機フォトクロミック化合物（例えばインドリノスピロピラン
、インドリノスピロオキサジン、及びナフトピラン）の色の可逆的変化の原因である機構
には、環状電子機構が関与していると考えられている。活性化紫外線に曝露すると、これ
らの有機フォトクロミック化合物は、無色の閉環形態から有色の開環形態へと変形する。
【００３２】
　本発明の非限定的実施形態によれば、硬質基材（例えば、光学硬質基材）の表面に適用
され得る樹枝状高分子アクリレートを含む透明なフォトクロミックコーティングが提供さ
れる。デンドリマーについては、ポリマーの技術分野において既に説明されている。この
ような材料は、例えばアクリル化剤との反応等によって、末端反応性アクリル基を含むよ
うに変性させることが可能であり、このような樹枝状高分子アクリレートが本発明の透明
なフォトクロミックコーティングの調製に使用され得る。樹枝状高分子アクリレートの非
限定的な例には、エポキシド－アミンデンドリマー、カルボシラン系デンドリマー、アミ
ドアミンデンドリマー、ポリスルフィドデンドリマー、ポリシロキサンデンドリマー、ポ
リアミノスルフィドデンドリマー、ポリエーテルデンドリマー、ポリチオエーテルデンド
リマー、ポリエステルデンドリマー、ポリエステルアミドデンドリマー、ポリ（エーテル
ケトン）デンドリマー等から選択されるアクリレート変性デンドリマーが含まれる。
【００３３】
　非限定的実施形態において、デンドリマーは、アミドアミノポリマーであり、これはポ
リアミドアミン高密度星型高分子と呼ばれる。例えば米国特許第４，５５８，１２０号を
参照されたい。このようなデンドリマーは、第’１２０号の第７欄第１０～１５行目に列
挙した式によって表され得る。このようなデンドリマー及びその調製方法の説明について
は、その説明が参考として本明細書で援用されている、第’１２０号の第２欄第３９行目
～第９欄第１８行目に記載されている。
【００３４】
　更なる非限定的実施形態において、デンドリマーは、エポキシドアミンポリマーである
。このようなデンドリマーは、（ａ）第一級アミノ基の生成に好適な部分の第一級アミン
への反応；（ｂ）１つのエポキシド部分を有し少なくとも第一級アミノ基の生成に好適な
少なくとも１つの部分を有する分岐分子による、（ａ）で生成した第一アミノ部分への付
加反応、及び（ｃ）少なくとも置換又は非置換のアクリレートによるデンドリマーのアミ
ノ官能基への付加反応によって特徴付けられる停止反応、の反応の連続の繰り返しによっ
て調製され得る。停止反応は、（２，３－エポキシプロポキシ）（メタ）アクリレートを
使用して行われ得る。エポキシドアミンデンドリマーは、米国特許’１４２号に記載され
ている。第５，７６０，１４２号の第１欄第６５行目～第３欄第５６行目に記載の説明は
、参考として本明細書で援用される。
【００３５】
　他の非限定的実施形態において、デンドリマーはカルボシラン系ポリマーである。この
ようなデンドリマーは、中央のシラン核、及び（ａ）中心核から外側に向けて広がる複数
のカルボシラン分岐（それぞれの末端分岐はシラン末端を有する）を有するカルボシラン
核、並びに（ｂ）コア周辺のシラン末端から伸びる付加ポリマー鎖を含む。１つの非限定
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的実施形態において、付加ポリマー腕の数は、少なくとも４８である。カルボシランデン
ドリマーについては、その説明が参考として本明細書で援用されている、米国特許第５，
２７６，１１０号、具体的には第１欄第５８行目～第５欄第５行目に記載されている。
【００３６】
　別の非限定的実施形態において、デンドリマーは、ジイソプロパノールアミンと環状無
水物の重縮合によって調製される。これらのデンドリマーは、ＤＳＭ　Ｎ．Ｖ．からＨＹ
ＢＲＡＮＥＴＭの名称で販売されており、アクリル酸エステル及びメタクリル酸エステル
末端基によって調製されている。ＨＹＢＲＡＮＥデンドリマーの例には、市販のＨ１５０
０（無変性）材料が含まれる。
【００３７】
　更なる非限定的実施形態において、デンドリマーは、ポリシロキサンポリマーであり、
シランヒドロキシル化とケイ素の位置での塩化物置換の反復により調製され得る。これら
のデンドリマーの特有の調製方法については、その説明全体が参考として本明細書で援用
されている、Ｕｃｈｉｄａら，　Ｊ．　ＡＭ．　Ｃｈｅｍ．　Ｓｏｃ．，　１９９０，　
１１２，　７０７７－７０７９に記載されている。又、その説明が参考として本明細書で
援用されている、米国特許第６，８８９，７３５　Ｂ２号の第５欄第６０行目～第６欄第
１３行目も参照されたい。
【００３８】
　本発明の非限定的実施形態によれば、樹枝状高分子アクリレートを含む組成物は、硬質
基材のための透明なフォトクロミックコーティングを調製するために使用される。このよ
うなフォトクロミックコーティング、及びそのコーティングを含む組成物を調製し硬質基
材に適用する方法について、特に樹枝状ポリエステルアクリレートで調製されるフォトク
ロミックコーティングに関する以下の説明に関連して説明する。しかしながら、当業者は
、このようなフォトクロミックコーティングを調製するためにアクリレート化物を使用し
たポリエステルデンドリマーの代わりに、上記で説明したデンドリマー（又はその後に開
発されたデンドリマー）の何れをも容易に使用することが可能である。
【００３９】
　非アクリル性樹枝状ポリエステル型の巨大分子については、とりわけ、米国特許第５，
４１８，３０１号、同第５，６６３，２４７号、同第６，２２５，４０４　Ｂ１号、及び
米国特許出願公開第２００２／０１５１６５２Ａ１号等に記載されている。これらの巨大
分子は、一般的には樹状構造を有する三次元分子である。本明細書で使用される「樹枝状
ポリエステル型巨大分子」及び「樹枝状ポリエステル型オリゴマー」という用語（又は同
様の趣旨の用語）は、超分岐化された樹枝状巨大分子及びデンドリマーを包含するものと
して意図される。デンドリマーは、単分散又は実質的に単分散の超分岐化された樹枝状高
分子と呼ぶことができる。
【００４０】
　超分岐化された樹枝状ポリエステル巨大分子は、通常１つ以上の反応部位又は反応官能
基を有する開始剤又は核、及び多くの分岐層、並びに必要に応じて１つ以上のスペーシン
グ層及び／又は鎖末端化分子の層を含む。連続した分岐層の複製は、通常は、分岐の重複
度を増加させ、適切又は所望の場合、末端官能基の数を増加させる。この層は、通常、世
代及び分岐デンドロンと呼ばれる。超分岐化された樹枝状巨大分子（デンドリマー）は、
その説明が参考として本明細書で援用されている、米国特許第６，２２５，４０４　Ｂ１
号の第６欄第８～３０行目に記載の式によって説明することができる。これらの式におい
て、Ｘ及びＹは、それぞれ４つ及び２つの反応性官能基を有する開始剤又は核であり、Ａ
、Ｂ及びＣは３つ（Ａ及びＣ）及び４つ（Ｂ）の反応性官能基を有する分岐鎖長延長剤で
あり、各分岐鎖長延長剤は、巨大分子において１つの分岐鎖世代を形成する。上述の式に
おけるＴは、末端連鎖ストッパー又は好適な末端官能基又は末端部位である（例えば、ヒ
ドロキシル基、カルボキシル基又はエポキシド基）。
【００４１】
　デンドロンは、予め調製し、次いで核に付加させてもよい。デンドロンは、例えば、通
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常のエステル化温度での１つ以上のヒドロキシ官能性カルボン酸の縮合により、あるいは
一官能性、二官能性、三官能性又は多官能性のカルボン酸に一官能性、二官能性、三官能
性又は多官能性のアルコール又はエポキシドとのエステル結合を形成させることにより、
或いはエステル結合、エーテル結合、及びその他の化学結合を形成する同様の手順により
、調製され得る。デンドロンを生成するために使用される原材料は、少なくとも１つの、
核又は開始剤と反応する末端反応部位を提供するように選択される。
【００４２】
　樹枝状ポリエステル型巨大分子は、一般的にエステル又はポリエステル部位から（必要
に応じてエーテル又はポリエーテル部位と組み合わせて）合成される。この超分岐化され
た樹枝状巨大分子は、少なくとも１つの反応性のエポキシド基、ヒドロキシル基カルボキ
シル基、又は無水物基を有するモノマー核又はポリマー核を含み、その核には、１～１０
０個、一般的には１～２０個、例えば２～８個の分岐世代、及び必要に応じて少なくとも
１つの鎖長延長剤を有する少なくとも１つのスペーシング世代が追加され、その分岐世代
は、少なくとも３つの反応基を含む少なくとも１つのモノマー又はポリマー分岐鎖長延長
剤を含み、その反応基の１つはヒドロキシル基であり、そして少なくとも１つはカルボキ
シル基又は無水物基である。このスペーシング鎖長延長剤は、２つの反応基（１つはヒド
ロキシル基であり、そして１つはカルボキシル基又は無水物基である）を有する化合物で
あるか、或いはこのような化合物の内部エーテル（例えばラクトン成分）である。超分岐
化された樹枝状巨大分子の末端鎖長延長剤官能基は、実質的にヒドロキシル基、カルボキ
シル基又は無水物基であり、この超分岐化された樹枝状巨大分子は、必要に応じて完全に
又は部分的に、少なくとも１つのモノマー又はポリマー連鎖ストッパーによって連鎖停止
され、及び／又は官能基化されている。
【００４３】
　樹枝状ポリエステル型巨大分子は、明確に定義された高分岐化巨大分子であり、これは
中心核から放射状に広がり、考察の通り、段階的な繰り返しの分岐化反応の連続により合
成される。この繰り返しの分岐化反応の連続により、一般的に、各世代に対して完全なシ
ェルが保証され、そのため巨大分子は一般的に単分散となる。この樹枝状ポリエステル巨
大分子の調製のための合成手順は、その大きさ、形状、界面／内面化学、可撓性及びトポ
ロジーに対するほぼ完全な制御を提供する。この樹枝状ポリエステル巨大分子は、完全且
つ対称な分岐及び不完全且つ非対称性の分岐を有し得る。
【００４４】
　ポリエステル型樹枝状巨大分子に対する中心開始分子の非限定的な例には、脂肪族、脂
環式又は芳香族のジオール、トリオール、テトラオール、ソルビトール、マンニトール、
ジペンタエリスリトール、二価、三価、又は多価のアルコールとアルキレンオキシド（例
えば、エチレンオキシド、プロピレンオキシド及びブチレンオキシド）の分子量２０００
未満の反応生成物が含まれる。適切なジオールの非限定的な例には、１，３－プロパンジ
オール、１，３－プロパンジオールのダイマー、トリマー又はポリマー、２－アルキル－
１，３－プロパンジオール、２，２－ジアルキル－１，３－プロパンジオール（例えば、
２－ブチル－２－エチル－１，３－プロパンジオール）、２－ヒドロキシ－２－アルキル
－１，３－プロパンジオール、２，２－ジ（ヒドロキシアルキル）－１，３－プロパンジ
オール、２－ヒドロキシアルコキシ－２－アルキル－１，３－プロパンジオール、２，２
－ジ（ヒドロキシアルコキシ）－１，３－プロパンジオール、１，２－プロパンジオール
、１，３－ブタンジオール、１，２－エタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５
－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、トリメチロールエタン、トリメチロール
プロパン、ペンタエリスリトール、ジトリメチロールエタン、ジトリメチロールプロパン
、１，６－ヘキサンジオール、及びポリテトラヒドロフランが含まれる。この開始剤分子
のアルキル基は一般的に、Ｃ１～Ｃ１２アルキル基（例えば、Ｃ１～Ｃ４アルキル基）で
ある。
【００４５】
　ポリエステル鎖長延長剤は、少なくとも２つのヒドロキシル基を有する一官能性カルボ
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ン酸であり、例えば、ジメチロールプロピオン酸、α，α－ビス（ヒドロキシ）プロピオ
ン酸、α，α－ビス（ヒドロキシメチル）プロピオン酸、α，α－ビス（ヒドロキシメチ
ル）酪酸、α，α－ビス（ヒドロキシメチル）吉草酸、α，α，α－トリス（ヒドロキシ
メチル）酢酸、α，α－ビス（ヒドロキシメチル）酪酸、α，β－ジヒドロキシプロピオ
ン酸、ヘプトン酸、クエン酸、ｄ－酒石酸又はｌ－酒石酸、或いはα－フェニルカルボン
酸（例えば３，５－ジヒドロキシ安息香酸）が含まれるが、これらに限定されない。
【００４６】
　使用できる鎖末端化剤には、飽和一官能性カルボン酸、飽和脂肪酸、不飽和一官能性カ
ルボン酸、芳香族一官能性カルボン酸（例えば、安息香酸）、及び二官能性又は多官能性
のカルボン酸、或いはそれらの無水物が含まれるが、これらに限定されない。このような
酸の非限定的な例には、ベヘン酸が含まれる。ポリエステル鎖長延長剤の末端ヒドロキシ
ル基は、官能基の有無にかかわらず連鎖ストッパーと反応し得る。
【００４７】
　樹枝状ポリエステル型巨大分子は、Ｐｅｒｓｔｏｒｐ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍ
ｉｃａｌｓ（スウェーデン　ペーシュトルプ）からＢＯＬＴＯＲＮ（登録商標）　Ｈ２０
樹枝状ポリマー、ＢＯＬＴＯＲＮ（登録商標）　Ｈ３０樹枝状ポリマー及びＢＯＬＴＯＲ
Ｎ（登録商標）　Ｈ４０樹枝状ポリマーの名称で市販されており、これらの巨大分子は末
端がヒドロキシ基で官能基化されている。これらの材料は、一般的に１，０００～４００
０の範囲の平均分子量を有する。このＢＯＬＴＯＲＮ（登録商標）　Ｈ２０、ＢＯＬＴＯ
ＲＮ（登録商標）　Ｈ３０、及びＢＯＬＴＯＲＮ（登録商標）　Ｈ４０は、それぞれ、巨
大分子の末端に平均で１６個、３２個及び６４個のヒドロキシ基を有する。
【００４８】
　樹枝状ポリエステル巨大分子材料は、既知のエステル化技法によってアクリル化するこ
とにより、本明細書中に記載のフォトクロミックコーティングを調製するために使用され
る光学的品質の樹枝状ポリエステルアクリレート樹脂を形成するために使用される材料を
提供し得る。例えば、国際公開第００／７７０７０Ａ２号及び同第００／６４９７５号を
参照されたい。
【００４９】
　樹枝状ポリエステル巨大分子のアクリル化、及びアクリル化された樹枝状ポリエステル
巨大分子の回収及び精製は、例えば、Ｋｉｒｋ－Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉ
ａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　（１９８０，　第１巻，　ｐｐ．
３８６－４１３）の論文「Ａｃｒｙｌｉｃ　Ｅｓｔｅｒ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ」に記載の方
法のような、文献から周知である方法を使用して実施され得る。アクリル化は一般的に、
例えばアクリル酸、メタクリル酸、又はクロトン酸（β－メタクリル酸）等とアクリル化
される分子との直接反応（例えば、エステル化）、イソシアナト（メタ）アクリレートと
の縮合、或いは前記アクリル酸に相当する無水物及び／又はハロゲン化物との直接反応で
あり、通常、ヒドロキシル基の前記酸、無水物、及び／又はハロゲン化物に対するモル比
は一般的に１：０．１～１：５の間、より一般的には１：０．５～１：１．５の間である
。アクリル化剤の他の非限定的な例には、エポキシド、又は無水官能性のアクリレート及
びメタクリレート（例えばグリシジルメタクリレート）が含まれる。非限定的実施形態に
おいて、アクリル化剤は、化学量論的に過剰なモル量で使用される。
【００５０】
　アクリル化された樹枝状ポリエステル巨大分子の官能性アクリル酸基（例えばアクリル
化されたヒドロキシル基）の比率は変わってもよく、一般的には最初のヒドロキシル基含
有量に対して５～１００％の範囲である。代替の非限定的実施形態において、アクリル化
された樹枝状ポリエステル巨大分子の官能性アクリル酸基の比率は、２０～９０％の範囲
、例えば４０～８５％の範囲（例えば４５～８０％）で変わってもよい。アクリル化され
たヒドロキシル基の比率は、これらの比率の任意の組み合わせの範囲でもよい（列挙した
比率を含む）。
【００５１】
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　エステル化手順は、一般的に無極性有機溶媒溶液等の溶媒の存在下で行われる。このよ
うな溶媒の非限定的な例には、ヘプタン、シクロヘキサン、トルエン、ベンゼン、キシレ
ン、又はこのような溶媒の混合物が含まれるが、これらに限定されない。エステル化手順
は、好都合には、例えば、ｐ－トルエンスルホン酸、メタンスルホン酸、トリフルオロメ
タンスルホン酸、トリフルオロ酢酸、硫酸、リン酸、ナフタレンスルホン酸、ルイス酸（
例えば、ＢＦ３、ＡｌＣｌ３、ＳｎＣｌ４）、チタネート（例えば、チタン酸テトラブチ
ル）、及び有機スズ化合物等があるがこれらに限定されない、触媒の存在下で実施される
。一般的に、アクリル化手順は、５０～２００℃の範囲の温度、例えば８０～１５０℃の
範囲で行われる。アクリル化の温度は変えてもよく、一般的には選択される溶媒とアクリ
ル化手順が実施される圧力により変化する。このアクリル化手順は、ラジカル重合開始剤
（例えば、メチルエーテルヒドロキノン、ヒドロキノン、フェノチアジン、ジ－ｔ－ブチ
ルヒドロキノンがあるがこれらに限定されない）、及びこのような開始剤の混合物の存在
下で実施され得る。
【００５２】
　国際特許公開第００／６４９７５号の開示に従って、樹枝状高分子巨大分子（例えば樹
枝状ポリエステル巨大分子）は一般的に強粘性液体であるため、アクリル化手順の前に１
つ以上のヒドロキシル基を有し且つ２０００未満の分子量（例えば６０～１５００の範囲
、又は１００～１０００の範囲の分子量）を有する有機アルコール（例えば、脂肪族アル
コール）と混合され得る。一般的に、このアルコールは、２０℃～５０℃の範囲の温度で
液体であるか、又はこの温度で樹枝状高分子巨大分子との液体混合物が得られる。アルコ
ールはジオールであり得る。ジオールの非限定的実施形態には、エチレングリコール、１
，２－プロピレングリコール又は１，３－プロピレングリコール、ブタンジオール、或い
はジグリコール、トリグリコール又はポリグリコール等が挙げられ、その例には、ジエチ
レングリコール、ポリプロピレングリコール、又は１つ以上のエチレングリコール及び１
つ以上のプロピレングリコールを含むポリマー等のグリコールポリマーが含まれる。樹枝
状高分子巨大分子体とアルコールの重量比は変わってもよい。一般的に、樹枝状高分子巨
大分子のアルコールに対する重量比は、９０：１０～１０：９０の範囲で変わってもよい
。代替の非限定的実施形態において、樹枝状高分子巨大分子のアルコールに対する重量比
は、２５：７５～７５：２５の間、又は４０：６０～６０：４０の間で変化し得、例えば
５０：５０である。樹枝状ポリエステル巨大分子及びアルコールの重量比は、列挙した値
の間で変わってもよい（その列挙した値を含む）。この混合物のアクリル化により、少な
くとも１つの樹枝状高分子アクリレート及び少なくとも１つのアクリレートモノマーを含
むアクリレート化合物が生成する。
【００５３】
　非限定的実施形態において、放射線硬化性アクリルモノマー材料は、樹枝状ポリエステ
ルアクリレートを含む組成に含まれてもよい。放射線硬化性アクリルモノマー材料の非限
定的な例には、モノアクリレート、及びポリアクリレート（例えばジアクリレート、トリ
アクリレート、テトラアクリレート、ペンタアクリレート）が含まれる。例えば単一のア
クリル官能基を含むモノマー等のモノアクリレートには、ヒドロキシ置換モノアクリレー
ト及びアルコキシシリルアルキルアクリレート（例えばトリアルコキシシリルプロピルメ
タクリレート）が含まれるが、これらに限定されない。１つの非限定的実施形態において
、放射線硬化性モノマー材料は、ジアクリレート、トリアクリレート、及びこのようなポ
リアクリレートの混合物から選択される。
【００５４】
　樹枝状高分子アクリレートを含む組成物中における放射線硬化性アクリルモノマー材料
の樹枝状高分子アクリレートに対する重量比は変わってもよく、一般的に硬化性混合物の
物理的性質（例えば混合物の粘度、架橋度、及びコーティングの硬度）により変化する。
非限定的実施形態において、樹枝状高分子アクリレートの放射線硬化性アクリルモノマー
材料に対する重量比は、９０：１０～１０：９０の範囲となり得る。代替の非限定的実施
形態において、この重量比は、７０：３０～３０：７０（例えば、４０：６０～６０：４
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０の範囲、例えば５０：５０）の範囲となり得る。樹枝状ポリエステルアクリレートの放
射線硬化性アクリルモノマー材料に対する重量比は、列挙した値の間で変わってもよい（
その列挙した値を含む）。
【００５５】
　一般的に選択される放射線硬化性アクリルモノマー材料に対する樹枝状高分子アクリレ
ートの重量比は、コーティングの物理特性とコーティングのフォトクロミック性能の間で
の所望されるバランスを提供するように選択される。一般的に、より軟質のコーティング
は、フォトクロミック動力学的性能（例えば、活性化（活性化の程度と活性化までの時間
）及びフォトクロミックの失活（退色までの時間））を高める。コーティングの硬度（軟
度）は、当業者に周知の技法（例えば、Ｆｉｓｃｈｅｒ微小硬度、ペンシル硬度、又はＫ
ｎｏｏｐ硬度）によって測定することができる。Ｆｉｓｃｈｅｒ微小硬度値は、Ｆｉｓｃ
ｈｅｒｓｃｏｐｅ　ＨＣＶ　Ｍｏｄｅｌ－Ｈ－１００装置（Ｆｉｓｃｈｅｒ　Ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ，　Ｉｎｃ．が販売）を使用して、２μｍ（ミクロン）の圧子（ｉｎｄｅｎｔ
ｏｒ）（Ｖｉｃｋｅｒｓダイヤモンド針）により、深さ１００ミリニュートンの負荷、３
０回の負荷手順、及び負荷手順の間の０．５秒の休止の条件下で、試験サンプルの中心領
域にて３回測定することによって得られ得る。
【００５６】
　アクリルモノマー材は、以下の一般化学式（Ｉ）で表され得：
　　　Ｒ”－［ＯＣ（Ｏ）Ｃ（Ｒ’）＝ＣＨ２］ｎ　　　Ｉ
式中、Ｒ”は２～２０個の炭素原子及び必要に応じて１～２０個のアルキレンオキシ結合
を含有する脂肪族基又は芳香族基であり；Ｒ’は水素又は１～４個の炭素原子を含有する
アルキル基であり、ｎは１～５の整数である。ｎが１より大きい場合、Ｒ”は、アクリル
官能基を共に結合する連結基である。一般的に、Ｒ’は水素又はメチルであり、ｎは１～
３の範囲の整数である。ジアクリレート（ｎが２の場合）は、以下の一般化学式（ＩＩ）
で表され得：
【００５７】
【化１】

式中、Ｒ１及びＲ２は同じであっても、異なってもよく、それぞれ、水素又は１～４個の
炭素原子を含むアルキル基（例えば、メチル）から選択され、Ａは、例えば１～２０個の
炭素原子のヒドロカルビル連結基、例としては、アルキレン基、１つ以上のオキシアルキ
レン基［又は異なるオキシアルキレン基の混合物］；或いは以下の一般化学式（ＩＩＩ）
であり：
【００５８】

【化２】

式中、各Ｒ３は、水素、ヒドロキシ又は１～４個の炭素原子のアルキル基（例えば、メチ
ル）であり；Ｘはハロゲン原子（例えば、塩素）であり；ａは０～４の整数（例えば、０
～１）であり、ベンゼン環上で置換されたハロゲン原子の数を表し；ｋ及びｍは、０～２
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０の範囲の数（例えば、１～１５又は２～１０）である。ｋ及びｍの値は平均の数であり
、計算で得た場合は、整数であっても、分数であってもよい。
【００５９】
　エポキシ基を有するアクリレートは、以下の一般化学式（ＩＶ）で表され得：
【００６０】
【化３】

式中、Ｒ１及びＲ６は同じであっても、異なってもよく、それぞれが水素又は１～４個の
炭素原子を含有するアルキル基（例えば、メチル）から選択され；Ｒ４及びＲ５は２～３
個の炭素原子を含有するアルキレン基（例えば、エチレンオキシ及びプロピレンオキシ）
であり、ｍ及びｎは０～２０の範囲の数、例えば０又は１～１５、或いは２～１０である
。ｍ及びｎのうちの１つが０であり、他方が１である場合、残りのＲ基は、以下の一般化
学式（Ｖ）の芳香族基：
【００６１】
【化４】

例えば、２，２’－ジフェニレンプロパン基に由来する基であり得、このフェニル基は、
Ｃ１～Ｃ４アルキル基又はハロゲン（例えばメチル及び／又は塩素）で置換され得る。
【００６２】
　以下に挙げるアクリルモノマー材料の非限定的な例において、上に定義した「アクリレ
ート」という用語は、対応する低級アルキル置換アクリレート（例えば対応するメタクリ
レート）を含み、又その逆も同様である。例えば、ヒドロキシエチルアクリレートへの言
及は、ヒドロキシエチルメタクリレート、ヒドロキシエチルエタクリレート等を含み；エ
チレングリコールジアクリレートへの言及は、例えば、エチレングリコールジメタクリレ
ート、エチレングリコールジエタクリレート等を含む。アクリルモノマー材料の非限定的
な例には、以下が含まれる：
ヒドロキシエチルアクリレート、
ヒドロキシプロピルアクリレート、
ヒドロキシブチルアクリレート、
ヒドロキシ－ポリ（アルキレンオキシ）アルキルアクリレート、
カプロラクトンアクリレート、
エチレングリコールジアクリレート、
ブタンジオールジアクリレート、
ヘキサンジオールジアクリレート、
ヘキサメチレンジアクリレート、
ジエチレングリコールジアクリレート、
トリエチレングリコールジアクリレート、
テトラエチレングリコールジアクリレート、
ポリエチレングリコールジアクリレート、
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トリプロピレングリコールジアクリレート、
テトラプロピレングリコールジアクリレート、
ポリプロピレングリコールジアクリレート、
グリセリルエトキシレートジアクリレート、
グリセリルプロポキシレートジアクリレート、
トリメチロールプロパントリアクリレート
トリメチロールプロパンエトキシレートトリアクリレート、
トリメチロールプロパンプロポキシレートトリアクリレート、
ネオペンチルグリコールジアクリレート、
ネオペンチルグリコールエトキシレートジアクリレート、
ネオペンチルグリコールプロポキシレートジアクリレート、
モノメトキシトリメチロールプロパンエトキシレートジアクリレート、
ペンタエリスリトールエトキシレートテトラアクリレート、
ペンタエリスリトールプロポキシレートテトラアクリレート、
ジペンタエリスリトールペンタアクリレート、
ジペンタエリスリトールエトキシレートペンタアクリレート、
ジペンタエリスリトールプロポキシレートペンタアクリレート、
ジ－トリメチロールプロパンエトキシレートテトラアクリレート、
２～３０個のエトキシ基を有するビスフェノールＡエトキシレートジアクリレート、
２～３０個のプロポキシ基を有するビスフェノールＡプロポキシレートジアクリレート、
２～３０個のエトキシ基及びプロポキシ基の混合物を含有するビスフェノールＡアルコキ
シル化ジアクリレート、
ビスフェノールＡグリセロレートジメタクリレート、
ビスフェノールＡグリセロレート（１グリセロール／１フェノール）ジメタクリレート、
グリシジルアクリレート、
β－メチルグリシジルアクリレート、
ビスフェノールＡ－モノグリシジルエーテルアクリレート、
４－グリシジルオキシブチルメタクリレート、
３－（グリシジル－２－オキシエトキシ）－２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、
３－（グリシジルオキシ－１－イソプロピルオキシ）－２－ヒドロキシプロピルアクリレ
ート、
３－（グリシジルオキシ－２－ヒドロキシプロピルオキシ）－２－ヒドロキシプロピルア
クリレート、及び
３－（トリメトキシシリル）プロピルメタクリレート。
【００６３】
　多くの放射線硬化性アクリル材料は、市販されており；市販されていない場合は、当業
者に周知の手順によって調製され得る。市販のアクリレート材料の非限定的な例について
は、その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第５，９１０，３７
５号の特に第８欄第２０～５５行目及び第１０欄第５～３６行目に記載されている。市販
されるアクリル材料は、種々の製造業者から販売されており、これには、ＳＡＲＴＯＭＥ
Ｒ、ＥＢＥＣＲＹＬ及びＰＨＯＴＯＭＥＲの商品名で販売されものが含まれる。
【００６４】
　更なる非限定的実施形態において、以下の一般化学式（ＶＩ）で表される反応性二官能
性アクリルモノマー材料は、樹枝状高分子アクリレートを含む組成に含まれ得：
【００６５】
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【化５】

式中、各Ｒ１は水素又はメチルであり、ｘ、ｙ及びｚはそれぞれ正の数であり、ｘ、ｙ及
びｚの合計は９～３０の範囲である。一般化学式（ＶＩ）で表されるモノマーのより詳細
な説明については、その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第６
，６０２，６０３号の第５欄第１～２５行目、及び同号第６欄第２８～３７行目に記載さ
れている。
【００６６】
　本発明の更に別の非限定的実施形態において、樹枝状高分子アクリレートを含む組成物
は、（１）少なくとも１つのカーボネート基と少なくとも１つのヒドロキシル基とを含む
少なくとも１つの材料（例えばカーボネート基を含むアルコール又はポリオール）、或い
は少なくとも１つのカーボネート基と少なくとも１つのヒドロキシル基とを含むアクリル
モノマー（例えばポリカーボネートポリオール）、及び（２）少なくとも１つのモノイソ
シアネート基と少なくとも１つの不飽和基を含む材料（例えばビニルエーテル基とイソシ
アン酸とを含むアクリルモノマーの反応生成物）の反応生成物を含み得る。このような反
応生成物の詳細な説明については、その開示内容が参考として本明細書で援用されている
、国際特許公開第０３／０３７９９８Ａ１号の第８頁３２行～第１５頁１６行、及び第１
５頁３７行～第２２頁１９行に記載されている。
【００６７】
　更なる非限定的実施形態においては、反応性モノマー／希釈剤（例えば放射線硬化性又
は熱硬化性のエチレン官能基又はアリル官能基（アクリル官能基を除く）を含むモノマー
）も、樹枝状高分子アクリレートを含む組成物中に存在し得る。このような材料の非限定
的な例には、放射線硬化性ビニル化合物（例えばビニルエーテル）が含まれるが、これら
に限定されない。一般的に、反応性モノマー／希釈剤は、組成物中に最大２０重量％まで
（例えば０～１０重量％の範囲）の量（樹脂固体に対して）で存在し得る。この反応性モ
ノマー／希釈剤の量は、列挙した値を含む特定の量の間で任意に変わってもよい。使用す
る特定の量は、放射線硬化性アクリルモノマー材料に関連して説明した通り、硬化性組成
物及びそれから得られるコーティングに所望される最終的な物理的性質により変化する。
【００６８】
　樹枝状ポリエステルアクリレートを含む放射線硬化性組成物で使用され得るビニルエー
テル基を有する化合物には、水素原子、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、及びアミノ基で
置換された末端基を有するアルキルビニルエーテル；水素原子、ハロゲン原子、ヒドロキ
シル基、及びアミノ基で置換された末端基を有するシクロアルキルビニルエーテル；ビニ
ルエーテル基がアルキレン基と結合したモノビニルエーテル、ジビニルエーテル及びポリ
ビニルエーテル、ならびにビニルエーテル基がアルキル基、シクロアルキル基、及び芳香
族基から選択される置換基の有無にかかわらない少なくとも１つの基に、エーテル結合、
ウレタン結合、及びエステル結合から選択される少なくとも１つの結合を介して結合した
モノビニルエーテル、ジビニルエーテル及びポリビニルエーテルが含まれるが、これらに
限定されない。例えば、その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許
第６，４１０，６１１　Ｂ１号の第１９欄第２６行目～第２０欄第２７行目に記載のビニ
ルエーテルを参照されたい。
【００６９】
　上述のアクリルモノマー及び反応性モノマー／希釈物等の量は、樹枝状高分子アクリレ
ートを含む組成物中の重合性材料（樹脂固体）の総量に対する量であり、非重合性有機希
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釈物（例えば、溶媒、光開始剤、安定剤、可塑剤及びその他のこのような成分）のような
他の非重合性成分は含まれない。フォトクロミックコーティング組成物を含む種々の成分
の全ての合計は、当然１００％に等しい。
【００７０】
　樹枝状高分子アクリレートを含む組成物は、それによって得られるフォトクロミックコ
ーティングの有効性を高めるような添加剤（アジュバント）を含み得る。このような添加
剤には、接着促進添加剤、紫外線安定剤、ヒンダードアミン安定剤、離型剤、粘性添加剤
、流動性添加剤、平滑剤、湿潤剤、消泡剤、レオロジー改質剤、界面活性剤（例えば、フ
ルオロ界面活性剤）、酸化防止剤が含まれるが、これらに限定されない。このような材料
は当業者に周知である。市販の界面活性剤、酸化防止剤、及び安定剤の非限定的な例につ
いては、その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第５，９１０，
３７５号第１０欄第４３～５４行目に記載されている。このような添加物の他の非限定的
な例には、シリコーン、変性シリコーン、シリコーンアクリレート、炭化水素及びフッ素
含有化合物が含まれる。
【００７１】
　非限定的実施形態によれば、接着性を増強する量の少なくとも１種の接着促進材料（定
着剤）を、樹枝状高分子アクリレートを含む硬化性組成物に組み入れてもよいことが企図
される。接着を増強する量とは、樹枝状高分子アクリレートコーティングに適用される重
畳されたオルガノシラン含有耐磨耗性コーティング（本明細書中に記載される）に対する
フォトクロミック含有樹枝状高分子アクリレートコーティングの適合性が強化されること
を意味する。一般的に、樹枝状高分子アクリレートを含む組成物を基材に適用する前に、
その組成物に少なくとも１つの定着剤を（樹脂固体に対して）０．１～２０重量％組み入
れてもよい。代替の非限定的実施形態においては、少なくとも１つの定着剤０．５～１６
（例えば、０．５～１０）重量％、又は０．５～８（例えば、５）重量％を樹枝状高分子
アクリレート組成物中に組み入れてもよい。樹枝状ポリエステルアクリレート組成物中に
組み入れられる定着剤の量は、上述の値の任意の組み合わせの間の範囲であり得る（列挙
した値を含む）。
【００７２】
　耐磨耗性コーティング（例えば、オルガノシラン材料を含む耐磨耗性コーティング）と
の適合性を高めるために樹枝状高分子アクリレートコーティング中に組み入れてもよい定
着剤には、アミノオルガノシラン等の接着促進オルガノシラン材料、並びにシランカップ
リング剤、有機チタン酸カップリング剤、及び有機ジルコン酸カップリング剤が含まれる
が、これらに限定されない。
【００７３】
　樹枝状高分子アクリレートを含むフォトクロミックコーティング組成物も、紫外線安定
剤を含み得、この紫外線安定剤はＵＶ吸収剤及び／又はヒンダードアミン光安定剤（ＨＡ
ＬＳ）であり得る。ＵＶ吸収剤の非限定的な例には、ベンゾトリアゾール及びヒドロキシ
ベンゾフェノンが含まれる。ＵＶ吸収剤を使用する場合、適切な波長の十分なＵＶ放射が
コーティングを通過し、フォトクロミックコーティング内のフォトクロミック材料を活性
化することが可能であるか注意されるべきである。ＨＡＬＳ安定剤は、ＴＩＮＵＶＩＮの
名称でＣｉｂａ－Ｇｅｉｇｙから販売されている。使用される光安定剤の量は、組成物を
安定化するのに有効な量（例えば有効量）であり、これは選択する特定の化合物により変
化する。非限定的実施形態において、使用される光安定剤の量は、一般的に樹枝状高分子
アクリレート組成物のモノマー／ポリマー成分１００重量部に対して２０重量部まである
。又、ＵＶ吸収剤も有効量にて使用され、非限定的実施形態においては、一般的に樹枝状
高分子アクリレート組成物１００重量部に対して１０重量部まで（例えば０．０５～５重
量部）である。
【００７４】
　又、樹枝状高分子アクリレートを含むコーティング組成物を含む成分を溶解及び／又は
分散させるため、溶媒もコーティング組成物中に存在し得る。一般的に、溶媒和する量（
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例えば、コーティング組成物中の固体成分を可溶化／分散するのに十分な量）の溶媒が使
用される。非限定的実施形態において、コーティング組成物の総重量に対して１０～８０
重量％の溶媒材料が使用される。
【００７５】
　非限定的な溶媒には、ベンゼン、トルエン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケ
トン、アセトン、エタノール、テトラヒドロフルフリルアルコール、プロピルアルコール
、プロピレンカーボネート、Ｎ－メチルピロリジノン、Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ－ア
セチルピロリジノン、Ｎ－ヒドロキシメチルピロリジノン、Ｎ－ブチルピロリジノン、Ｎ
－エチルピロリジノン、Ｎ－（Ｎ－オクチル）ピロリジノン、Ｎ－（Ｎ－ドデシル）ピロ
リジノン、２－メトキシエチルエーテル、キシレン、シクロヘキサン、３－メチルシクロ
ヘキサン、酢酸エチル、酢酸ブチル、テトラヒドロフラン、メタノール、プロピオン酸ア
ミル、プロピオン酸メチル、プロピレングリコールメチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノブチルエーテル、ジメチルスルホキシド、ジメチルホルムアミド、エチレングリコ
ール、エチレングリコールのモノアルキルエーテル及びジアルキルエーテル並びにそれら
の誘導体（これらは、ＣＥＬＬＯＳＯＬＶＥ産業溶媒及びこのような溶媒の混合物として
販売されている）が含まれる。
【００７６】
　樹枝状高分子アクリレート（例えば、樹枝状ポリエステルアクリレート）及びこのよう
なアクリレートを含む組成物は、光開始剤の使用の有無にかかわらず硬化させることが可
能である。これらの材料は光開始剤が無くても硬化し得るが、少量の１つ以上の光開始剤
を使用することにより、硬化速度を速め、より短い時間でより完璧な硬化を得ることがで
きる。樹枝状高分子アクリル樹脂配合物を電子ビーム照射で硬化させる場合は、光開始剤
は当然必要とされない。
【００７７】
　光開始剤を使用する場合、光開始剤は組成物の硬化を開始し、持続するのに十分な量（
例えば、開始量又は光開始量）で存在する。光開始剤は、望ましくは硬化プロセスを開始
させるのに必要な最少量で使用される。代替の非限定的実施形態において、光開始剤は、
樹枝状高分子アクリレートを含む硬化性組成物中の放射線硬化性重合可能成分の総重量に
対して０．１～１０重量％、例えば、０．５～６重量％、より一般的には０．５～１重量
％の量で存在する。
【００７８】
　光開始剤は当業者で周知である。フリーラジカル開始剤である光開始剤は、その作用の
様式に基づいて２つの主要な群に分類される。開裂型光開始剤には、アセトフェノン、α
－アミノアルキルフェノン、ベンゾインエーテル、ベンゾイルオキシム、アシルホスフィ
ンオキシド、及びビスアシルホスフィンオキシドが含まれるが、これらに限定されない。
引き抜き型光開始剤には、ベンゾフェノン、ミヒラーケトン、チオキサントン、アントラ
キノン、カンファーキノン、フルオロン、及びケトクマリンが含まれるが、これらに限定
されない。引き抜き型光開始剤は、アミン及び引き抜きのための不安定な水素原子を提供
するために添加される他の水素供与性材料等の物質の存在下でより良好に機能する。典型
的な水素供与体は、酸素又は窒素に対してα位置の活性水素を有するか（例えば、アルコ
ール、エーテル及び第三アミン）、又は硫黄に直接結合した活性水素原子を有する（例え
ば、チオール）。このような添加材料の非存在下においても、尚、モノマー、オリゴマー
、又は系のその他の成分からの水素の引き抜きにより、光開始は生じ得る。
【００７９】
　使用され得る光重合開始剤の非限定的な例には、ベンジル、ベンゾイン、ベンゾインメ
チルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、ベンゾフェノール、アセトフェノン、ベ
ンゾフェノン、４，４’－ジクロロベンゾフェノン、４，４’－ビス（Ｎ，Ｎ’－ジメチ
ルアミノ）ベンゾフェノン、ジエトキシアセトフェノン、フルオロン（例えば、Ｓｐｅｃ
ｔｒａ　Ｇｒｏｕｐ　Ｌｉｍｉｔｅｄが販売する開始剤であるＨ－Ｎｕシリーズ）、２－
ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキ
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シルフェニルケトン、２－イソプロピルチオキサントン、α－アミノアルキルフェノン（
例えば、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－１－ブ
タノン、アシルホスフィンオキシド（例えば、２，６－ジメチルベンゾイルジフェニルホ
スフィンオキシド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド、
２，６－ジクロロベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド、及び２，６－ジメトキシベ
ンゾイルジフェニルホスフィンオキシド）；ビスアシルホスフィンオキシド（例えば、ビ
ス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキ
シド、ビス（２，６－ジメチルベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィ
ンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペン
チルホスフィンオキシド、及びビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－２，４，４－トリ
メチルペンチルホスフィンオキシド）；フェニル－４－オクチルオキシフェニルヨードニ
ウムヘキサフルオロアンチモネート、ドデシルジフェニルヨードニウムヘキサフルオロア
ンチモネート、（４－（２－テトラデカノール）オキシフェニル）－ヨードニウムヘキサ
フルオロアンチモネート及びこれらの光重合開始剤の混合物が含まれる。市販の光開始剤
の例については、その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第５，
９１０，３７５号の第１０欄第３８～４３行目、及び米国特許第６，２７１，３３９　Ｂ
１号の第１１欄第２４～６５行目に記載されている。
【００８０】
　光開始剤に加えて、樹枝状ポリエステルアクリレートを含む硬化性組成物には、熱開始
剤（例えばペルオキシ型又はアゾ型の開始剤）又はコーティング組成物中にあって他の反
応性モノマーの硬化を助ける触媒も含まれ得る。このような更なる開始剤／触媒の選択（
及び量）は、使用される反応性モノマー／希釈剤の反応開始に必要な条件により変化し、
このような反応開始に必要な条件は、当業者に周知である。
【００８１】
　樹枝状高分子アクリレートを含む硬化性フォトクロミックコーティング組成物は、混合
及びブレンドを促進する温度で組成物の成分を混合することによって調製される。その後
、その組成物は、当業者に認知され、周知である技法（例えば、スピンコーティング、デ
ィップコーティング、カーテンコーティング、スプレーコーティング）、或いは上塗りの
調製で使用される方法により、硬質基材へ適用することができる。このような方法は、米
国特許第４，８７３，０２９号に記載されている。
【００８２】
　フォトクロミックコーティングを基材の表面に適用する前に、この基材の表面は、清浄
な表面及び基材へのフォトクロミックコーティングの接着性を高める表面を提供するため
に、多くの場合洗浄され処理される。一般的に使用される効果的な洗浄及び処理には、限
定されないが、石鹸／洗剤水溶液での超音波洗浄、有機溶媒の水性混合物（例えば、イソ
プロパノール：水又はエタノール：水の５０：５０混合物）での洗浄、ＵＶ処理、活性ガ
ス処理（例えば、低温プラズマ又はコロナ放電による処理）、及び基材表面のヒドロキシ
ル化を生じる化学的処理（例えば、水酸化ナトリウム又は水酸化カリウム等の水酸化アル
カリ金属水溶液による表面のエッチング）が含まれ、この溶液はフルオロ界面活性剤を含
み得る。一般的に、この水酸化アルカリ金属溶液は、希釈水溶液（例えば、水酸化アルカ
リ金属が５～４０重量％、より典型的には１０～１５重量％、例えば１２重量％）である
。例えば、ポリマー有機材料の表面処理について記載された米国特許第３，９７１，８７
２号第３欄第１３～２５行目、同第４，９０４，５２５号第６欄第１０～４８行目、及び
同第５，１０４，６９２号第１３欄第１０～５９行目を参照されたい。このような開示内
容は、参考として本明細書で援用されている。
【００８３】
　非限定的実施形態において、基材の表面処理に低温プラズマ処理を使用することが可能
である。この方法は、重畳されたフィルム又はコーティングの接着性を表面処理によって
強化し、そして例えば、物品の残りの部分に影響を及ぼすことなく表面を粗面化及び／又
は化学的に変性させること等により物理的表面を変える清浄且つ効果的な方法である。不



(20) JP 5259407 B2 2013.8.7

10

20

30

40

50

活性ガス（例えばアルゴン等）及び反応性ガス（例えば、酸素）がプラズマガスとして使
用されている。不活性ガスは表面を粗面化し、一方酸素等の反応性ガスは、（例えば表面
上にヒドロキシル部位又はカルボキシル単位を生成することにより）プラズマに曝露され
た表面を粗面化しわずかに化学的に変性させる。表面の粗面化及び／又は化学変性の度合
いは、プラズマガス及びプラズマ装置の動作条件（処理時間の長さが挙げられる）により
異なる。
【００８４】
　非限定的実施形態においては、フォトクロミックコーティングの適用前に、下塗りを基
材の表面に適用することも可能である。下塗りは、基材とフォトクロミックコーティング
との間に挿入され、フォトクロミックコーティングを含む成分と基材との相互作用を防ぐ
（及び逆の場合も同様）のためのバリアコーティングとして、並びに／或いはコーティン
グの基材への接着性を高める接着層としての役割を果たす。下塗りは、コーティングを適
用する当業者に周知の従来の方法（例えば、スプレーコーティング、スピンコーティング
、スプレッドコーティング、カーテンコーティング、ロールコーティング又はディップコ
ーティング）の何れかによって基材へ適用することができ、この基材の洗浄済みの未処理
表面、又は洗浄済みの処理済み表面（例えば、化学的に処理された表面）に適用すること
ができる。下塗りは当業者に周知である。適切な下塗りの選択は、使用される基材及び特
定のフォトクロミックコーティングにより変化する。
【００８５】
　下塗りの厚さは、単分子層の１層分又は複数層分であり得る。非限定的実施形態におい
て、下塗りの厚さは０．１～１０ミクロンの範囲となり得る。代替の非限定的実施形態に
おいて、下塗りの厚さは０．１～２又は３ミクロンの範囲となり得る。下塗りの厚さは、
上述の値（列挙した値を含む）の任意の組み合わせの間で変わってもよい。代替の非限定
的実施形態において、下塗りは、米国特許第６，１５０，４３０号に記載のような有機官
能性シランを含む組成物であり、又は米国特許第６，０２５，０２６号に記載されている
ような実質的に有機シロキサンを含まない組成物である。
【００８６】
　樹枝状高分子アクリレート（例えば、樹枝状ポリエステルアクリレート）を含むフォト
クロミックコーティング組成物は、それをＵＶ放射線（例えば２００～４５０ナノメート
ルの範囲の放射線）に曝露させることによって（又は、ＵＶ放射線が使用されない場合、
電子ビーム加工によって）硬化させてもよい。１つの非限定的実施形態において、ＵＶへ
の曝露は、コーティング（例えば、その上にコーティングが適用されている基材）を所定
の速度で移動するコンベヤ上にて、市販のＵＶランプ又はエキシマーランプ下を通過させ
ることにより実施され得る。この放射線は、可視光及び紫外光の両方のスペクトルを含ん
でいてもよい。この放射線は単色性であっても多色性であってもよく、非干渉性であって
も干渉性であってもよく、樹枝状高分子アクリレートを含むフォトクロミック組成物の重
合性成分による重合を開始させるのに十分な強度であるべきである。硬化プロセスは、一
般的に酸素（例えば空気）を硬化プロセスから排除して行う方がより効果的である。酸素
の排除は、硬化プロセスの間、塗布されたフィルム上に窒素ブランケットを使用すること
により達成され得る。
【００８７】
　光重合に使用する硬化放射線源は、紫外光及び／又は可視光の放射源から選択される。
放射線源は、水銀ランプ、ＦｅＩ３及び／又はＧａＩ３でドーピングされた水銀ランプ、
殺菌ランプ、キセノンランプ、タングステンランプ、メタルハライドランプ、又はこれら
のランプの組み合わせであり得る。一般的に、光開始剤の吸収スペクトルは、最も高い硬
化効率を得るために光源の電球（例えば、Ｈ球、Ｄ球、Ｑ球及び／又はＶ球）のスペクト
ル出力に適合させる。光源に対する硬化性コーティングの曝露時間は、光源の波長及び強
度、光開始剤、及びコーティングの厚さにより変化する。一般的に、曝露時間は、コーテ
ィングを実質的に硬化するのに十分であるか、又は後に熱硬化を行うための物理的な処理
を可能にするのに十分に硬化されたコーティングを調製するために十分な時間となる。紫
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外線放射硬化又は電子ビーム放射硬化のために必要とされる時間は、一般的に熱硬化より
も短く（例えば、５秒間～５分間）、放射線の強度（出力）により変化する。
【００８８】
　使用する特定の硬化条件は変えてもよい。一般的に、硬化条件は、選択する特定の基材
、フォトクロミックコーティング配合物中の重合性成分、及び使用される触媒／開始剤の
タイプ、又は電子ビーム放射の場合であれば電子ビームの強度により変化する。光重合関
連の当業者は、使用する適切な硬化条件を容易に決めることができる。
【００８９】
　あまり望ましくないが、樹枝状ポリエステルアクリレートを含有するフォトクロミック
コーティング組成物を熱により硬化させてもよい。例えば、アゾ型又はペルオキシ型のフ
リーラジカル熱開始剤をコーティング組成物中に組み入れ、そのコーティングを赤外線加
熱によって硬化させてもよく、コーティング（例えばコーティングを含む基材）を、コー
ティングを硬化させるのに十分な温度に維持された従来式のオーブン（例えば対流式オー
ブン）の中に置くことによって硬化させてもよい。熱開始剤は、得られたコーティングを
変色させないもの、又は重合性コーティング組成物中に組み入れられたフォトクロミック
材料を分解しないものが好ましい。熱硬化プロセスは、フォトクロミックコーティングを
、室温から、基材及びフォトクロミック材料がその加熱によってダメージを受ける温度よ
り低い温度まで加熱する手順を包含し得る。例えば、一般的な熱硬化サイクルは、コーテ
ィング配合物を室温（２２℃）から８５℃～１２５℃の範囲の温度まで、２分間～２０分
間の間にわたって加熱する手順を包含し得る。
【００９０】
　好適な有機ペルオキシ化合物の非限定的な例には、ペルオキシモノカーボネートエステ
ル（例えば、第三級ブチルペルオキシイソプロピルカーボネート）；ペルオキシジカーボ
ネートエステル（例えば、ジ（２－エチルヘキシル）ペルオキシジカーボネート、ジ（第
二ブチル）ペルオキシジカーボネート、及びジイソプロピルペルオキシジカーボネート）
；ジアシルペルオキシド（例えば、２，４－ジクロロベンゾイルペルオキシド、イソブチ
リルペルオキシド、デカノイルペルオキシド、ラウロイルペルオキシド、プロピオニルペ
ルオキシド、アセチルペルオキシド、ベンゾイルペルオキシド、ｐ－クロロベンゾイルペ
ルオキシド）；ペルオキシエステル（例えば、ｔ－ブチルペルオキシピバレート、ｔ－ブ
チルペルオキシオクチレート、及びｔ－ブチルペルオキシイソブチレート）；メチルエチ
ルケトンペルオキシド；並びにアセチルシクロヘキサンスルホニルペルオキシドが含まれ
る。
【００９１】
　適切なアゾビス（有機ニトリル）化合物の非限定的な例には、アゾビス（イソブチロニ
トリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルペンタンニトリル）、１，１’－アゾ
ビスシクロヘキサンカルボニトリル、及びアゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）
、並びにこのようなアゾ熱開始剤の混合物が含まれる。
【００９２】
　熱硬化条件又はＵＶ／電子ビーム硬化条件で、物理的に処理可能であるが完全には硬化
していないコーティングが生成される場合、フォトクロミックコーティングを完全に硬化
するために硬化後に熱処理を行われ得る。完全にフィルムを硬化するための硬化後熱処理
手順には、通常、２１２°Ｆ（１００℃）のオーブンでの０．５～３時間にわたる加熱が
適切である。更に企図される実施形態において、フォトクロミック樹枝状高分子アクリレ
ートコーティングは、熱開始剤と光開始剤との組み合わせで硬化させてもよい。
【００９３】
　フォトクロミック樹枝状高分子アクリレートコーティングを適用する硬質基材は変えて
もよい。このような基材は、フォトクロミックコーティングに適応させる少なくとも１つ
の表面を有するものである。このような硬質基材の非限定的な例には、紙、ガラス、セラ
ミック、木製物、石製物、織物、金属、及び有機ポリマー材料が含まれる。選択する特定
の基材は、硬質基材とフォトクロミックコーティングの両方を必要とする、特定の用途に
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よって変化する。非限定的実施形態において、基材は、光学基材、例えばレンズ等の透明
基材である。眼用レンズ等のレンズの非限定的な例には、平面レンズ、半完成レンズ、完
成レンズ、単一視レンズ、半製品の単一視レンズ、累進多焦点レンズ、及び完成単一視レ
ンズが含まれる。
【００９４】
　本発明のフォトクロミック物品の調製で使用され得る高分子基材には、有機高分子材料
及びガラスが含まれる。本明細書で使用される「ガラス」という用語は、高分子物質（例
えば、高分子シリケート）として定義される。ガラス基材は、意図される目的に対して好
適であれば任意のタイプのものでよいが、望ましくは、透明で色の薄い透明ガラス（周知
の石英ガラス）、特にソーダ石灰石英ガラスである。種々の石英ガラスの性質及び組成物
は、当該技術分野で周知である。ガラス基材は、熱焼戻し又は化学焼戻しの何れかによっ
て強化されているものであり得る。樹枝状高分子アクリレートを含むフォトクロミックコ
ーティングを有する物品の調製に使用できる高分子有機基材は、フォトクロミック樹枝状
高分子アクリレートコーティングと化学的に適合し、並びにこのようなコーティングに適
応させる表面を有するような、現在知られている（又は後に発見される）任意のプラスチ
ック材料である。高分子有機基材の非限定的な例には、光学基材として有用であることが
当該技術分野で認知される合成樹脂、例えば眼用レンズ等の光学用途のための光学的に透
明な注型品を調製するために使用される有機光学樹脂等が含まれる。
【００９５】
　非限定的実施形態において、高分子有機基材として使用され得る有機基材には、その開
示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第５，６５８，５０１号の第１
５欄第２８行目～第１６欄第１７行目に開示されているモノマー及びモノマーの混合物か
ら調製されるポリマー（即ち、ホモポリマー及びコポリマー）がある。このような有機基
材は、熱可塑性又は熱硬化性の高分子基材、例えば、一般的に１．４８～１．７４の範囲
の屈折率を有する透明基材であってもよい。
【００９６】
　このようなモノマー及びポリマーの非限定的な例には、ポリオール（アリルカーボネー
ト）モノマー（例えば、ＰＰＧ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，　Ｉｎｃ．によりＣＲ－３９の
商標で市販されるモノマーであるアリルジグリコールカーボネート、例えばジエチレング
リコールビス（アリルカーボネート））；ポリウレア－ポリウレタン（ポリウレアウレタ
ン）ポリマー（例えば、ポリウレタンプレポリマーとジアミン硬化剤との反応によって調
製される）（その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第６，１２
７，５０５号の第１欄第５９行目～第６欄第５行目に記載）、ＰＰＧ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉ
ｅｓ，　Ｉｎｃ．によりＴＲＩＶＥＸの商標で市販されるこのような１つのポリウレアウ
レタンポリマーの組成物；アクリル官能性モノマー（例えば、ポリオール（メタ）アクリ
ロイル末端カーボネートモノマー、ジエチレングリコールジメタクリレートモノマー、エ
トキシ化フェノールメタクリレートモノマー、エトキシ化トリメチロールプロパントリア
クリレートモノマー、エチレングリコールビスメタクリレートモノマー、ポリ（エチレン
グリコール）ビスメタクリレートモノマー、ウレタンアクリレートモノマー、及びポリ（
エトキシ化ビスフェノールＡジメタクリレート）モノマーがあるがこれらに限定されない
）；ジイソプロペニルベンゼンモノマー；ポリ（酢酸ビニル）；ポリ（ビニルアルコール
）；ポリ（塩化ビニル）；ポリ（塩化ビニリデン）；ポリエチレン；ポリプロピレン；ポ
リウレタン；ポリチオウレタン（例えば、Ｍｉｔｓｕｉ　Ｔｏａｔｓｕ　Ｃｈｅｍｉｃａ
ｌｓ，　Ｉｎｃ．のＭＲ－６、ＭＲ－７、及びＭＲ－８光学用樹脂等の材料が含まれるが
これらに限定されない）；ビスフェノールＡ及びホスゲンから誘導されるカーボネート結
合樹脂等の熱可塑性ポリカーボネート（このような物質の１つはＬＥＸＡＮの商標で販売
）；ポリエステル（例えばＭＹＬＡＲの商標で市販される物質）；ポリ（エチレンテレフ
タレート）；ポリビニルブチラール；ポリ（メチルメタクリレート）（例えばＰＬＥＸＩ
ＧＬＡＳの商標で市販されている物質）、及び多官能性イソシアネートとポリチオール又
はポリエピスルフィドモノマー（ホモポリマー化或いはポリチオールとのコポリマー化及
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び／又はターポリマー化の何れかによる）、ポリイソシアネート、ポリイソチオシアネー
ト、及び必要に応じてエチレン性不飽和モノマー又はハロゲン化芳香族含有ビニルモノマ
ーとの反応によって調製されるポリマー、が含まれる。また、このようなモノマーのコポ
リマー及び記載されたポリマーのブレンド、並びに他のポリマーとのコポリマーも意図さ
れる（例えば相互侵入網目生成物を形成するため）。非限定的実施形態において、有機高
分子基材は基材の表面に適用されたフォトクロミック高分子コーティングに対して化学的
適合性を有し、光学用途の場合、基材は好ましくは透明である。
【００９７】
　本発明のフォトクロミック物品を調製するために使用される高分子有機基材は、その表
面上に保護コーティング（例えば耐磨耗性コーティング）を有し得る。例えば、市販の熱
可塑性ポリカーボネート光学レンズは、その表面が傷つき、磨耗し、又は磨り減りやすい
ため、一般的にはその表面に耐磨耗性コーティング（例えばハードコート）を予め適用し
て販売されている。このようなレンズの例には、Ｇｅｎｔｅｘポリカーボネートレンズ（
Ｇｅｎｔｅｘ　Ｏｐｔｉｃｓが販売）が含まれ、このレンズはポリカーボネート表面にハ
ードコートが予め塗布されて販売される。本開示及び特許請求の範囲で使用される「高分
子有機基材」という用語（又は同様の趣旨の用語）又はこのような基材の「表面」という
用語は、高分子有機基材自体又は基材上にコーティングを有するこのような基材の何れか
を包含するものとして意図される。従って、本開示中又は特許請求の範囲の中で、下塗り
又はフォトクロミック高分子コーティングを基材表面へ塗布することに言及がなされた場
合、このような言及は、このようなコーティングを高分子有機基材それ自体又は基材表面
上のコーティング（例えば、耐磨耗性コーティング）に適用することを含む。そのため、
「基材」という用語は、その表面上にコーティングを有する基材を含む。このようなコー
ティングは、任意の好適なコーティング（フォトクロミックコーティングを除く）であり
得、これには、例えば、耐磨耗性コーティング（ハードコート）（例えば、任意の保護コ
ーティング）、又はこの基材がその一部である物品に対して１つ以上の更なる機能特性（
例えば、１つ以上の光調整機能）を提供するその他のコーティングがあるが、これらに限
定されない。
【００９８】
　非限定的実施形態において、基材は、そのマトリックス内又はその基材の表面の少なく
とも一部の上に、固定色、偏光材料又は偏光層、或いは他の１つ以上の機能特性を提供す
る材料を有し得る。また、基材は、そのマトリックス内に光調整機能を有し得、また光学
基材の表面の少なくとも一部の上に光調整機能を有し得ることも意図される。後者の場合
、その光学基材内及び光学基材上の光調整機能は、互い及び樹枝状高分子アクリレートを
含むフォトクロミックコーティングを相互補完する。例えば、基材マトリックスは、固定
色を有し得、そしてその表面は偏光材料又は偏光層を有し得る。
【００９９】
　樹枝状高分子アクリレートを含むフォトクロミックコーティングは、基材の１つ以上の
表面の一部だけに適用されてもよいが、一般的には、基材の少なくとも１つの表面の全面
に適用される。基材の選択される表面に適用されるフォトクロミックコーティングの量は
、硬化コーティングが紫外線（ＵＶ）照射に曝露された場合に、光学濃度における所望の
変化（ΔＯＤ）を示すコーティングを生成するために十分なフォトクロミック材料の量を
提供する量、即ちフォトクロミック量である。非限定的実施形態において、３０秒のＵＶ
曝露後に２２℃（７２°Ｆ）で測定される光学濃度の変化は、少なくとも０．０５であり
、一般的には少なくとも０．１５であり、例えば少なくとも０．２０である。非限定的実
施形態において、１５分のＵＶ曝露後の光学濃度の変化は、少なくとも０．１０であり、
一般的には少なくとも０．５０であり、例えば少なくとも０．７０である。
【０１００】
　代替の非限定的実施形態において、フォトクロミックコーティングで使用される有効な
フォトクロミック材料の量は、コーティングを生成するために使用されるモノマー／樹脂
の総重量に対して、０．５～４０．０重量％の範囲となり得る。一般的には、フォトクロ
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ミックコーティング内の有効なフォトクロミック材料の濃度は、１．０～３０重量％の範
囲で変えてもよく、一般的には３～２０重量％の範囲となり、例えば３～１０重量％の範
囲となり得る（コーティングを生成するために使用されるモノマー／樹脂の総量に対して
）。コーティング中のフォトクロミック材料の量は、これらの値の任意の組み合わせの間
の範囲となり得る（列挙した値を含む）。
【０１０１】
　硬質基材の表面に適用される、樹枝状高分子アクリレートを含むフォトクロミックコー
ティングの厚みは変えることができる。非限定的実施形態において、フォトクロミックコ
ーティングは少なくとも３ミクロンの厚みを有している。代替の非限定的実施形態におい
て、フォトクロミックコーティングは、少なくとも５ミクロン、一般には少なくとも１０
ミクロン、例えば少なくとも２０又は３０ミクロンの厚みを有している。１つの非限定的
実施形態において、適用されるフォトクロミックコーティングは２００ミクロン以下の厚
みを有している。代替の非限定的実施形態において、適用されるフォトクロミックコーテ
ィングの厚みは、１００ミクロン以下であり、一般的には５０ミクロン以下であり、例え
ば４０ミクロン以下である。フォトクロミックコーティングの厚みは、これらの値の任意
の組み合わせの間の範囲となり得る（列挙した値を含む）。例えば、適用されるフォトク
ロミックコーティングの厚みは、５～５０ミクロン、（例えば、１０ミクロン、又は２０
～４０ミクロン）の範囲となり得る。適用されるフォトクロミックコーティングは、外観
上の欠陥（例えば、ひっかき傷、穴、しみ、割れ目、ひび）を有さないことが好ましい。
【０１０２】
　フォトクロミックコーティングに利用され得るフォトクロミック材料（例えば、フォト
クロミック色素／化合物又はこのような色素／化合物を含有する組成物）は、無機及び／
又は有機フォトクロミック化合物並びに／或いは現在当業者に既知である（又は後に発見
される）このような有機フォトクロミック化合物を含有する物質である。選択する特定の
フォトクロミック材料（例えば、化合物）は、最終的な用途及びその用途のために所望さ
れる色又は色相により変化する。複数のフォトクロミック化合物が組み合わせて使用され
る場合、一般に、これらは望ましい色又は色相を呈するために相互補完するように選択さ
れる。
【０１０３】
　通常、フォトクロミックコーティングで使用される有機フォトクロミック化合物は、３
００～１０００ｎｍの間（例えば４００～７００ｎｍの間）の可視スペクトル内に少なく
とも１つの活性化吸収極大を有する。有機フォトクロミック材料は、例えば溶解又は分散
により、樹枝状高分子アクリレートを含むコーティング配合物に組み込まれ、活性化され
た場合（例えば、紫外線照射に曝露した場合）に着色する。
【０１０４】
　無機フォトクロミック材料には、一般的に、ハロゲン化銀、ハロゲン化カドミウム、及
び／又はハロゲン化銅の微結晶が含まれる。一般的に、このハロゲン化物材料は、塩化物
又は臭化物である。他の無機フォトクロミック材料は、鉱物ガラス（例えば、ケイ酸ソー
ダガラス）へのユーロピウム（ＩＩ）及び／又はセリウム（ＩＩＩ）の添加によって調製
され得る。非限定的実施形態において、無機フォトクロミック材料は溶融ガラスに添加さ
れ、高分子フォトクロミックコーティングを形成するために使用されるコーティング組成
物中に組み込まれる粒子へと形成される。このような無機フォトクロミック材料について
は、Ｋｉｒｋ　Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔ
ｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，　第４版，　第６巻，　ｐｐ．３２２－３２５に記載されている。
尚、この開示は参照により本明細書中に援用されているものとする。
【０１０５】
　フォトクロミックコーティングで使用され得る有機フォトクロミック化合物の非限定的
な例には、ピラン（例えばベンゾピラン）、クロメン（例えばナフトピラン、例としては
ナフト［１，２－ｂ］ピラン、ナフト［２，１－ｂ］ピラン、スピロ－９－フルオレノ［
１，２－ｂ］ピラン、フェナントロピラン、キノピラン及びインデノ縮合ナフトピラン）
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、その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第５，６４５，７６７
号の第１欄第１０行目～第１２欄第５７行目、及び米国特許第５，６５８，５０１号の第
１欄第６４行目～第１３欄第３６行目に開示されるものが含まれる。使用され得る有機フ
ォトクロミック化合物の更なる非限定的な例には、オキサジン（例えばベンゾオキサジン
、ナフトオキサジン及びスピロ（インドリン）ピリドベンゾオキサジン）が含まれる。更
なる非限定的実施形態において、使用され得る更なるフォトクロミック材料には、例えば
米国特許第３，３６１，７０６号に記載のフォトクロミック金属ジチゾネート（例えば、
水銀ジチゾネート）；その開示内容が参考として本明細書で援用されている、米国特許第
４，９３１，２２０号第２０欄第５行目～第２１欄第３８行目に記載のフルギド及びフル
ジミド（例えば、３－フリル及び３－チエニルフルギド及びフルジミド）；米国特許出願
第２００３／０１７４５６０号段落［００２５］～［００８６］に記載のジアリールエテ
ン；及び任意の前述のフォトクロミック材料／化合物の混合物が含まれる。
【０１０６】
　有機フォトクロミック化合物、重合性フォトクロミック化合物、及び補足的なフォトク
ロミック化合物の更なる非限定的な例は、以下の米国特許に記載される：
　米国特許第５，１６６，３４５号第３欄第３６行目～第１４欄第３行目；
　米国特許第５，２３６，９５８号第１欄第４５行目～第６欄第６５行目；
　米国特許第５，２５２，７４２号第１欄第４５行目～第６欄第６５行目；
　米国特許第５，３５９，０８５号第５欄第２５行目～第１９欄第５５行目；
　米国特許第５，４８８，１１９号第１欄第２９行目～第７欄第６５行目；
　米国特許第５，８２１，２８７号第３欄第５行目～第１１欄第３９行目；
　米国特許第５，８６９，６５８号第２欄第５行目～第４欄第３７行目、及び同第１１欄
第３６～５７行目；
　米国特許第６，１１３，８１４号第２欄第２３行目～第２３欄第２９行目；
　米国特許第６，１５３，１２６号第２欄第１８行目～第８欄第６０行目；
　米国特許第６，２９６，７８５号第２欄第４７行目～第３１欄第５行目；
　米国特許第６，３４８，６０４号第３欄第２６行目～第１７欄第１５行目；
　米国特許第６，３５３，１０２号第１欄第６２行目～第１１欄第６４行目；及び
　米国特許第６，６３０，５９７号第２欄第２４行目～第４欄第３２行目、及び同第９欄
第３～１７行目。
上記の開示内容は、参考として本明細書で援用されている。更に、フォトクロミック顔料
等の有機フォトクロミック材料及び金属酸化物に包被されたフォトクロミック化合物がフ
ォトクロミックコーティングに使用され得ることが意図される。例えば、米国特許第４，
１６６，０４３号及び同第４，３６７，１７０号に記載の材料を参照されたい。
【０１０７】
　フォトクロミックコーティングは少なくとも１種のフォトクロミック材料を含む。代替
の非限定的実施形態において、フォトクロミックコーティングは二種以上のフォトクロミ
ック材料の混合物を含み得る。フォトクロミック材料の混合物を使用することにより、活
性化されたある特定の色（例えば、中間灰色に近い色、又は中間茶色に近い色）を得るこ
とができる。例えば、ほぼ中間の灰色及びほぼ中間の茶色を規定するパラメータについて
記載されている、米国特許第５，６４５，７６７号第１２欄第６６行目～第１３欄第１９
行目を参照されたい。このような開示内容は、参考として本明細書で援用されている。
【０１０８】
　医学的な理由から、或いはファッション上の理由から（例えばより美的な結果を得るた
めに）、（化学的及び色調的に）適合する色相（例えば、色素）がフォトクロミックコー
ティング配合物に加えられても、プラスチック基材に適用されてもよい。選択する特定の
色素は変えられ得、そして上述の必要性及び達成されるべき結果により変化し得る。非限
定的実施形態において、色素は、使用されるフォトクロミック材料が活性化された場合に
得られる色を補完するように（例えば、より自然な色相を達成する、又は特定の波長もし
くは入射光を吸収するように）選択され得る。別の非限定的実施形態において、色素は、
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フォトクロミックコーティングが活性化されていない状態にある場合に所望の色相を基材
及び／又はコーティングに提供するように選択してもよい。
【０１０９】
　更に意図される非限定的実施形態においては、耐磨耗性コーティングをフォトクロミッ
ク樹枝状高分子アクリレートコーティング上に重ねてもよい（例えば、重畳され得る）。
耐磨耗性コーティング（ハードコート）、特にオルガノシラン材料を含む耐磨耗性コーテ
ィングは、磨耗、擦過等から表面を保護するために使用される。ハードコート又はシラン
系ハードコートと呼ばれることが多いオルガノシラン含有耐磨耗性コーティングは、当該
技術分野で周知であり、種々の製造業者（例えば、ＳＤＣ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ，　Ｉｎｃ
．及びＰＰＧ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，　Ｉｎｃ．）から市販されている。オルガノシラ
ンハードコーティングについて開示する米国特許第４，７５６，９７３号第５欄第１～４
５行目、並びに同第５，４６２，８０６号第１欄第５８行目～第２欄第８行目及び第３欄
第５２行目～第５欄第５０行目を参照されたい。このような開示内容は、参考として本明
細書で援用されている。ハードコーティングについて開示する米国特許第４，７３１，２
６４号、同第５，１３４，１９１号、同第５，２３１，１５６号、同第６，８０８，８１
２号、及び国際特許出願公開第９４／２０５８１号も参照されたい。
【０１１０】
　耐磨耗性及び耐ひっかき性を提供する他のコーティング（例えば、多官能性アクリルハ
ードコーティング、メラミン系ハードコーティング、ウレタン系ハードコーティング、ア
ルキド系コーティング、シリカゾル系ハードコーティング、或いは他の有機又は無機／有
機ハイブリッドハードコーティング）も耐磨耗性コーティングとして使用され得る。
【０１１１】
　非限定的実施形態において、ハードコートは以下の実験式Ｘ：
　　　Ｒ１ＳｉＷ３　　　　　Ｘ
［式中、Ｒ１はグリシドキシ（Ｃ１～Ｃ２０）アルキルであり、望ましくはグリシドキシ
（Ｃ１～Ｃ１０）アルキルであり、より望ましくはグリシドキシ（Ｃ１～Ｃ４）アルキル
であり；Ｗは水素、ハロゲン、ヒドロキシ、Ｃ１～Ｃ５アルコキシ、Ｃ１～Ｃ５アルコキ
シ（Ｃ１～Ｃ５）アルコキシ、Ｃ１～Ｃ４アシルオキシ、フェノキシ、Ｃ１～Ｃ３アルキ
ルフェノキシ、又はＣ１～Ｃ３アルコキシフェノキシであり、このハロゲンはブロモ、ク
ロロ又はフルオロである］によって表される少なくとも１つのオルガノシランモノマーを
、固体として計算して、３５～９５重量％含む組成物から調製され得る。一般的には、Ｗ
は水素、ハロゲン、ヒドロキシ、Ｃ１～Ｃ３アルコキシ、Ｃ１～Ｃ３アルコキシ（Ｃ１～
Ｃ３）アルコキシ、Ｃ１～Ｃ２アシルオキシ、フェノキシ、Ｃ１～Ｃ２アルキルフェノキ
シ、又はＣ１～Ｃ２アルコキシフェノキシであり、このハロゲンはクロロ又はフルオロで
ある。１つの非限定的実施形態において、Ｗはヒドロキシ、Ｃ１～Ｃ３アルコキシ、Ｃ１

～Ｃ３アルコキシ（Ｃ１～Ｃ３）アルコキシ、Ｃ１～Ｃ２アシルオキシ、フェノキシ、Ｃ

１～Ｃ２アルキルフェノキシ、又はＣ１～Ｃ２アルコキシフェノキシである。
【０１１２】
　一般化学式Ｘで表されるシランモノマーの非限定的な例としては：グリシドキシメチル
トリエトキシシラン、グリシドキシメチルトリメトキシシラン、α－グリシドキシエチル
トリメトキシシラン、α－グリシドキシエチルトリエトキシシラン、α－グリシドキシプ
ロピルトリメトキシシラン、α－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、α－グリシ
ドキシプロピルトリメトキシシラン、α－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、β
－グリシドキシエチルトリメトキシシラン、β－グリシドキシエチルトリエトキシシラン
、β－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、β－グリシドキシプロピルトリエトキ
シシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルト
リエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリプロポキシシラン、γ－グリシドキシ
プロピルトリメトキシシラン、このようなシランモノマーの加水分解物、並びにこのよう
なシランモノマーとその加水分解物との混合物が含まれる。
【０１１３】
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　耐磨耗性コーティング（ハードコート）は、例えば、スピンコーティング、ディップコ
ーティング等の従来の塗布法によって、フォトクロミックコーティングに塗布することが
できる。耐磨耗性コーティングの厚さは変わってもよい。１つの非限定的実施形態におい
て、耐磨耗性コーティングの厚さは０．５～１０ミクロンの範囲となり得る。ハードコー
ト（例えば、オルガノシランハードコート）を適用する前に、フォトクロミックコーティ
ング又はハードコートを適用するコーティングに対してハードコートへの受容性及びハー
ドコートとの接着性を高めるための処理を行われ得る。例えば、前述のプラズマ及びコロ
ナ放電処理等の処理を使用することが可能である。
【０１１４】
　更なる非限定的実施形態において、更なるコーティング（例えば、反射防止コーティン
グ）がハードコート層に適用され得る。反射防止コーティングの非限定的な例は、米国特
許第６，１７５，４５０号及び国際特許公開第００／３３１１１号に記載されている。
【０１１５】
　本発明は、以下の実施例においてより詳細に説明されるが、これらの実施例は、その多
数の調整と変更が当業者に明らかであるように、例示としてのみ意図されるものである。
本実施例中、百分率は他に指定のない限り重量％を示すものとする。モノマー、触媒、開
始剤等の材料が、ある実施例において括弧内の小文字によって識別され、更に別の実施例
においても使用される場合、それらの材料はその後の実施例において同じ小文字で識別さ
れる。
【０１１６】
　以下の実施例において、ジエチレングリコールビス（アリルカーボネート）から調製し
た７２ｍｍ平面レンズを使用した。
【実施例】
【０１１７】
　（参考例１）
　試験用平面レンズを石けん水で洗浄し、乾燥させた後、Ｐｌａｓｍａｔｅｃｈ装置を使
用して、１００ワットの出力レベルで１分間、１００ｍｌ／分の速度で酸素をＰｌａｓｍ
ａｔｅｃｈ装置の真空チャンバー内に導入しながら酸素プラズマで処理した。次いで、こ
のレンズを脱イオン水ですすぎ、空気乾燥した。フォトクロミック樹枝状ポリエステルア
クリレートコーティング組成物を、プラズマ処理されたレンズにスピンコーティングによ
って塗布し（乾燥前重量の目標値：０．１８グラム）、コーティングされたレンズをＥＹ
Ｅ紫外線装置のコンベヤベルト上に設置し、レンズを約３０秒間紫外線光（Ｖ球）に曝露
することにより硬化させた。コーティング組成物の成分とその量を表Ｉに一覧する。フォ
トクロミックコーティングの厚みは、約３０ミクロンであった。
【０１１８】
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【表１】

（ａ）ＮＸＴ－７０２２は、１６個の末端水酸基を有するポリエステルポリオールをメタ
クリル化することによって調製され、その平均約８５～９０％がメタクリレート基に変換
された樹枝状ポリエステルメタクリレートであることが納入業者により報告されている。
（ｂ）Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙが販売する酸化防止剤。
（ｃ）日立化成工業株式会社が販売するＦＡ－７１１ＭＭヒンダードアミン光安定剤。
（ｄ）ＵＶ照射によって活性化された場合に、コーティングに灰色の色相を与えるよう設
計された割合のナフトピランフォトクロミック材料の混合物。
（ｅ）３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙが販売するフッ素化界面活性剤。
（ｆ）［ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド］光開
始剤（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙが販売するＩｒｇａｃｕｒｅ　８１９）。
（ｇ）Ａｌｄｒｉｃｈが販売するジフェニル（２，４，６－トリメチルベンゾイルホスフ
ィンオキシド）光開始剤。
【０１１９】
　（１）フォトクロミック材料をＮ－メチルピロリジノンと混合した。その混合物を約１
時間６０℃で攪拌した。次に、コーティング組成物の残りの成分（ＮＸＴ－７０２２樹脂
とＦＣ－４３１を除く）の全てを加え、得られた混合物（溶液Ａ）を十分混合するまで室
温で攪拌した。その後、ＮＸＴ－７０２２樹脂とＦＣ－４３１を溶液Ａに混合し、得られ
たコーティング組成物を十分混合するまで攪拌した。
【０１２０】
　試験レンズを紫外線光に曝露すると、色の変化が認められた。ＵＶ光の光源を取り除く
と、レンズは本来の透明な状態に戻った。２個の試験レンズについて、光学ベンチ上で７
２°Ｆ（２２℃）にてフォトクロミック応答の試験を行った。レンズに対する３０秒間で
の光学濃度値の変化（ΔＯＤ）（例えば、非活性状態又は退色状態から活性状態又は暗色
状態への光学濃度の変化）の平均値は０．３００であり、９００秒での光学濃度値の変化
の平均値は０．７６５であった。平均退色速度（退色時間－フォトピックＴ１／２）は２
０９秒であり、第二平均退色速度（退色時間－第二フォトピックＴ１／２）は７４３秒で
あった。光学濃度の変化（ΔＯＤ）は、以下の式に従って求める：ΔＯＤ＝ｌｏｇ（％Ｔ
ｂ／％Ｔａ）：ここで、％Ｔｂは、退色状態における透過率％であり、％Ｔａは、活性化
状態における透過率％であり、対数の底は１０である。退色速度（Ｔ１／２）は、活性化
されたレンズのΔＯＤが、活性化放射線の放射源を取り除いた後で、ΔＯＤの最大値の１
／２に達するまでの時間間隔（秒）である。第二退色速度（第二Ｔ１／２）は、活性化さ
れたレンズのΔＯＤが活性化放射線の放射源を取り除いた後で、ΔＯＤの最大値の１／４
に達するまでの時間間隔（秒）である。



(29) JP 5259407 B2 2013.8.7

10

20

30

【０１２１】
　（参考例２）
　コーティング組成物に使用される樹脂が、ＮＸＴ－７０２２樹枝状ポリエステルメタク
リレート７０重量％及び１分子当たり約３０個のエトキシ部位を有するビスフェノールＡ
エトキシレートジメタクリレート３０重量％を含むことを除いて、参考例１の手順に従っ
た。
【０１２２】
　試験レンズを紫外線光に曝露すると、色の変化が認められた。ＵＶ光の光源を取り除く
と、レンズは本来の透明な状態に戻った。試験レンズに対し、光学ベンチ上で７２°Ｆ（
２２℃）にてフォトクロミック応答の試験を行った。レンズに対する３０秒での光学濃度
値の変化（ΔＯＤ）の平均値は０．４６２であり、９００秒での光学濃度値の変化の平均
値は０．７１７であった。平均退色速度（退色時間－フォトピックＴ１／２）は５７秒で
あり、第二平均退色速度（退色時間－第二フォトピックＴ１／２）は１５９秒であった。
【０１２３】
　（実施例３）
　コーティング組成物に使用される樹脂が、ＮＸＴ－７０２２樹枝状ポリエステルメタク
リレート５０重量％及び１分子当たり約３０個のエトキシ部位を有するビスフェノールＡ
エトキシレートジメタクリレート５０重量％を含むことを除いて、参考例１の手順に従っ
た。試験レンズに対し、光学ベンチ上で７２°Ｆ（２２℃）にてフォトクロミック応答の
試験を行った。レンズに対する３０秒での光学濃度値の変化（ΔＯＤ）の平均値は０．５
７０であり、９００秒での光学濃度値の変化の平均値は０．７４４であった。平均退色速
度（退色時間－フォトピックＴ１／２）は３７秒であり、第二平均退色速度（退色時間－
第二フォトピックＴ１／２）は８６秒であった。
【０１２４】
　（実施例４）
　コーティング組成物に使用される樹脂が、ＮＸＴ－７０２２樹枝状ポリエステルメタク
リレート３０重量％と、１分子当たり約３０個のエトキシ部位を有するビスフェノールＡ
エトキシレートジメタクリレート７０重量％を含むことを除いて、参考例１の手順に従っ
た。試験レンズに対し、光学ベンチ上で７２°Ｆ（２２℃）にてフォトクロミック応答の
試験を行った。レンズに対する３０秒での光学濃度値の変化（ΔＯＤ）の平均値は０．６
０１であり、９００秒での光学濃度値の変化の平均値は０．７０７であった。平均退色速
度（退色時間－フォトピックＴ１／２）は２８秒であり、第二平均退色速度（退色時間－
第二フォトピックＴ１／２）は６０秒であった。
【０１２５】
　（参考例５）
　表ＩＩに記載されたコーティング組成物を使用したことを除いて、参考例１の手順に従
った。
【０１２６】
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【表２】

（ｈ）ＰＲＯ－５２４９は、その供給業者によってネオペンチルグリコール－２－プロポ
キシル化ジアクリレートと樹枝状ポリエステルアクリレートとの５０／５０ブレンドであ
り、ここで１６個の末端ヒドロキシル基のうちの約１３個がアクリル化されていることが
報告される。
（ｉ）ジオールとイソシアネートエチルメタクリレートとの反応によるＰＣ－１１２２（
ポリヘキサメチレンジカーボネートであると納入業者（Ｓｔａｈｌ）によって報告されて
いる脂肪族ポリカーボネートジオール）のジメタクリレート
（ｊ）Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙが販売するＴＩＮＵＶＩＮ－６２２ヒンダードアミン光安定
剤
（ｋ）ＵＶ照射によって活性化された場合に、コーティングに灰色の色相を与えるよう設
計された割合のナフトピランフォトクロミック材料の混合物。
【０１２７】
　試験レンズに対し、光学ベンチ上で７２°Ｆ（２２℃）にてフォトクロミック応答の試
験を行った。レンズに対する３０秒での光学濃度値の変化（ΔＯＤ）の平均値は０．５０
６であり、９００秒での光学濃度値の変化の平均値は０．７８９であった。平均退色速度
（退色時間－フォトピックＴ１／２）は７９秒であり、第二平均退色速度（退色時間－第
二フォトピックＴ１／２）は２３３秒であった。
【０１２８】
　（参考例６）
　コーティング組成物に使用される樹脂が、４５重量％のＰＲＯ－５２４９及び５５重量
％のＰＣ－１１２２ＤＭＡを含むことを除いて、参考例５の手順に従った。試験レンズに
対し、光学ベンチ上で７２°Ｆ（２２℃）にてフォトクロミック応答の試験を行った。レ
ンズに対する３０秒での光学濃度値の変化（ΔＯＤ）の平均値は０．５４２であった；９
００秒での光学濃度値の変化の平均値は０．７９４であった。平均退色速度（退色時間－
フォトピックＴ１／２）は６７秒であり、第二平均退色速度（退色時間－第二フォトピッ
クＴ１／２）は１９０秒であった。
【０１２９】
　以上において、本発明をその特定の実施形態の具体的な詳細を参照して説明してきたが
、添付の特許請求の範囲に含まれる場合を除いて、このような詳細が本発明の適用範囲を
制限するものと見なされることが意図されることはない。
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